
免責となる故意による

保険事故招致者の範囲
被保険者の自殺を除く判例等にみる法理

岡 田 豊 基

１．はじめに

生命保険および傷害保険における被保険者の自殺を除き，保険契約に

おける故意による保険事故招致を巡っては，生命保険および損害保険に

ついて最高裁の判決が下されている。前者の判例が最判平成14年10月３

日（以下「平成14年最判」とい
（１）

う。）であり，後者の判例が最判平成16

（１） 民集56巻８号1706頁，裁時1325号336頁，判時1804号122頁，判タ1109

号139頁，金判1166号17頁。判批等：山下典孝・判タ1115号77頁（2003年），

出口正義・NBL770号105頁（2003年），竹濵修・判評537号38頁（2003年），

同・保険レポ179号13頁（2003年），石田清彦・法教272号114頁（2003年），

石原全・ジュリ1246号（平14重判解）103頁（2003年），甘利公人「法人に

よる被保険者故殺」上智46巻３号１頁（2003年），高部眞規子・曹時56巻12

号168頁（2004年），同・最判解民（平成14年度）775頁，同・最高裁時の

判例 3・53頁（2004年），中西正明「生命保険契約の法人契約と事故招致

免責」大阪学院30巻 1・2 号50頁（2004年），後藤元・法協121巻２号164頁

（2004年），藤田勝利・リマークス28号114頁（2004年），丸地明子・判タ

1154号150頁（2004年），今井和男・保険レポ186号１頁（2004年），榊素寛・

商事法務1802号45頁（2007年），岡田豊基「生命保険契約における法人に

よる被保険者故殺免責」生保論集157号109頁（2006年），藤田友敬・保険

百選170頁（2010年），板東大介・保雑645号157頁（2019年），花房一彦・

立正法学47巻２号225頁（2014年）等。
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年６月10日（以下「平成16年最判」とい
（２）

う。）である。これら２つの最

高裁判決により，故意による保険事故招致に関する裁判所の立場が明ら

かになったといえる。

もっとも，２つの最高裁判決では，生命保険および損害保険について

基本的な理解は示されたが，いろいろな点において評価が定まっておら

ず，それゆえに，その後の下級審裁判例においても理解の仕方が異なっ

ているとの指摘があ
（３）

る。そこで，本稿において，保険契約における故意

による保険事故招致について，２つの最高裁判決およびこれらの判決以

降に示された下級審裁判例を整理し，その法理を検討したい。２つの最

高裁判決は，いずれも保険法が制定される前の商法（以下「改正前商法」

という。）680条および641
（４）

条に関する判例であるが，その法理は，保険

法51条および17
（５）

条について検討するにあたり参考になろう。

（２） 民集58巻５号1178頁，裁時1365号９頁，判時1864号168頁，判タ1159

号114頁，金判1202号２頁，金法1720号36頁。判批等：吉田健司・ジュリ

1277号125頁（2004年），同・曹時59巻１号159頁（2007年），同・最判解民

（平成16年度）373頁（2007年），同・最高裁時の判例Ｖ204頁（2007年），

河津博史・銀法48巻13号（639号）45頁（2004年），同・民事法情報216号36

頁（2004年），山下典孝・NBL799号41頁（2004年），大澤康孝・民商132

巻２号226頁（2005年），梅村悠・損保67巻２号283頁（2005年），山下丈・

平成16年度重判113頁（2005年），鎌形史子・判タ1184号138頁（2005年），

岡田豊基「損害保険における法人による保険事故招致免責」神戸学院38巻

3＝4 号213頁（2009年），田頭章一・倒産百選（第５版）32頁（2013年），

加藤貴仁・保険百選42頁（2010年），加瀬幸喜・ひろば59巻３号65頁（2006

年）等。

（３） 板東・前掲注（１）159頁を参照。

（４） 改正前商法641条および680条の法理に関しては，山下友信『保険法』

369頁以下，465頁以下（有斐閣・2005年）を参照。

（５） 保険法17条，51条および80条の法理に関しては，山下友信＝米山高生

編『保険法解説―生命保険・傷害疾病定額保険―』427頁以下（有斐閣・

2010年）（潘阿憲筆），落合誠一編『保険法コンメンタール（損害保険・傷

害疾病保険）第２版』57頁以下（山下典孝筆），160頁以下（山下典考筆）

（損害保険事業総合研究所・2014年），宮島司編著『逐条解説 保険法』245
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ところで，保険契約における故意による保険事故招致の法理を検討す

るにあたっては，以下に示す３つの理由により，被保険者の自殺を除く

こととする。第１に，物保険（損害保険）における目的物および人保険

（生命保険および傷害保険）における被保険者は，保険事故が発生する

対象であることにおいて共通しているからである。第２に，第１の理由

を掘り下げてみると，物保険においても人保険においても，故意による

保険事故招致は不当に保険給付を取得することにおいて共通することか

ら，故意による保険事故招致について，物保険および人保険において同

じ場面において検討したいと考えるからである。つまり，保険事故が発

生する対象に焦点を絞ると，損害保険において火災保険の目的物に放火

することなどにより保険給付の取得を意図する者がいる場合と同じ場面

を生命保険および傷害保険について考えると，被保険者以外の者が被保

険者を故意に殺害すること（故殺）ないし負傷させることが該当すると

いえるからである。第３に，被保険者が自殺することによって保険給付

を不当に取得することもあるが，また，保険給付を不当に取得する目的

があるという理由で，自殺免責期間経過後においても自殺免責を認めた

判
（６）

例もあるが，被保険者の自殺はそれ自体で検討に対象になりうると考

頁以下（金尾悠香筆），679頁以下（李鵬筆），926頁以下（李鵬筆）（弘文

堂・2019年）等を参照。

（６） 最判平成16年３月25日民集58巻３号753頁，判時1856号150頁，判タ

1149号294頁。判批等：太田晃詳・最判解民（平成16年度）215頁（2007年），

同・曹時58巻６号131頁（2007年），同・最高裁時の判例Ⅴ210頁（2007年），

同・ジュリ1275号158頁（2004年），丸地明子・判タ1184号142頁（平成16

年主判解）（2005年），笹本幸祐・ジュリ1291号115頁（平成16年重判解）

（2005年），同・法教289号154頁（2004年），小林秀之・民訴百選（第５版）

64頁（2010年），吉田直・保険百選166頁（2010年），中西正明・民商131巻

２号116頁（2004年），金岡京子・ひろば59巻１号64頁（2006年），広瀬裕

樹・愛知大学174号１頁（2007年），出口雅久・リマークス31号110頁（2005

年），相原隆・リマークス31号98頁（2005年），川嶋四郎・法セ608号126頁

（2005年），西本強・銀法644号82頁（2005年），甘利公人・上智48巻１号101

頁（2004年），福島雄一・法律論叢82巻 4＝5 号365頁（2010年），河上正二・
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えるからである。以上のような理由により，本稿では被保険者の自殺を

除いて検討する。

なお，判例および下級審裁判例を整理し，その法理を検討する場合，

時系列的に示していきたい。また，上訴された判決もできる限りその判

旨を示していきたい。

２．保険法および約款の規定

（１）保険法の規定

保険契約における故意による事故招致に関して，保険法は３つの類型

で定めている。まず，損害保険について，保険者は，保険契約者または

被保険者の故意または重大な過失によって生じた損害をてん補する責任

を負わないと定めている（保険法17条１
（７）

項）。つぎに，生命保険につい

て，死亡保険契約の保険者は，保険契約者または保険金受取人が被保険

者を故意に死亡させたときには保険給付を行う責任を負わないと定めて

いる（保険法51条）。そして，傷害疾病定額保険について，保険者は，

保険契約者または保険金受取人が故意または重大な過失により給付事由

を発生させたときには，保険給付を行う責任を負わないと定めている

（保険法80条）。

保険法の規定において，被保険者の自殺を除く故意による保険事故招

致の主体をみると，損害保険では保険契約者および被保険者であり，た

とえば，火災保険において，これらの者による目的物の放火等がある。

これに対して，人保険（生命保険・傷害疾病定額保険）では，保険契約

者および保険金受取人であり，たとえば，これらの者による被保険者の

判例セレクト2004 17頁（2004年），竹濵修・保険レポ197号13頁（2005年），

花房一彦・立正法学48巻１号163頁（2015年）等。

（７） 傷害疾病損害保険においては，保険法17条１項にいう「被保険者」と

あるのは，「被保険者の死亡によって生ずる損害をてん補する傷害疾病損

害保険契約にあっては，被保険者又はその相続人」とする（保険法35条）。
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故殺等がある。

（２）約款の規定

（ア）損害保険

住宅火災保険（標準約款）では，次のように定めている。保険会社は，

①保険契約者，被保険者（保険契約者または被保険者が法人である場合

は，その理事または取締役等または法人の業務を執行するその他の機関

をいう。）またはこれらの者の法定代理人の故意もしくは重大な過失ま

たは法令違反，②①に規定する者以外の者が保険金の全部または一部を

受け取るべき場合においては，その者（①に規定する者以外の保険金を

受け取るべき者が法人である場合は，その理事または取締役等または法

人の業務を執行するその他の機関をいう。）またはその者の法定代理人

の故意もしくは重大な過失または法令違反に該当する事由によって生じ

た損害に対しては，保険金を支払わない旨が定められている（住宅火災

約款３条）。

損害保険の約款は，保険法の規定と比較して，保険契約者または被保

険者が法人である場合を明示することによって，これらの者の範囲を明

確にしている。

（イ）生命保険

生命保険の約款では，①保険契約者または死亡保険金受取人の故意に

より被保険者が死亡したとき，②保険契約者の故意により被保険者が高

度障害状態に該当したときは，死亡保険金，高度障害保険金を支払わな

い旨が定められている（日本生命・有配当終身保険（Ｈ11）１条）。

（ウ）傷害保険

傷害保険の約款では，損害保険会社の引き受ける傷害保険の約款と生

命保険会社のそれとは規定ぶりが異なる。

損害保険会社の引き受ける傷害保険の約款では，保険会社は，①保険

契約者（保険契約者が法人である場合は，その理事または取締役等また

は法人の業務を執行するその他の機関をいう。）または被保険者の故意
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または重大な過失，②①に規定する者以外の保険金を受け取るべき者

（保険金を受け取るべき者が法人である場合は，その理事または取締役

等または法人の業務を執行するその他の機関をいう。）の故意または重

大な過失に該当する事由によって生じた傷害に対しては，保険金を支払

わない旨が定められている（傷害保険（標準約款）３条）。

これに対して，生命保険会社が引き受ける傷害保険特約の約款では，

①その被保険者，主契約の被保険者または保険契約者の故意または重大

な過失，②災害死亡保険金については，その災害死亡保険金の受取人の

故意または重大な過失により支払事由に該当したときは，災害死亡保険

金，障害保険金を支払わない旨が定められている（日本生命・新傷害特

約（Ｈ11）１条）。

損害保険会社の引き受ける傷害保険の約款と生命保険会社のそれを比

較すると，被保険者の傷害または死亡を対象とすることでは共通するが，

損害保険の約款あるいは生命保険の約款の規定ぶりをそれぞれ反映して

いるといえる。

３．故意免責の解釈

（１）故意免責の趣旨

（ア）損害保険

損害保険では，被保険者は被保険利益および保険金請求権の帰属者で

ある。被保険者が故意に保険事故を招致して保険給付を受けることは，

保険者との関係では著しく信義に反する行為であるゆえに，被保険者の

故意免責の趣旨として保険契約当事者間の信義則違反ということがあげ

られるとともに，故意による保険事故招致に対して保険金を支払うこと

は公益に反するという理由があると解されている。これに対して，保険

契約者は保険契約の当事者であるが，保険給付請求権者ではないことか

ら，保険契約者の故意免責の趣旨としては，保険契約当事者間の信義則

違反にとどまるという考え方もあるが，保険契約者も保険給付について
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密接な関係を有していることから，一般的には，公益に反することも故

意免責の趣旨に含まれると解されてい
（８）

る。

（イ）人保険（生命保険・傷害保険）

保険金受取人は，人保険において保険金給付請求権者であることから，

保険金受取人が故意に保険事故を招致して保険給付を受けることは，保

険契約上の信義則に違反するばかりか，公益に反すると解されている。

これに対して，保険契約者は人保険では保険金請求権者ではないが，保

険契約者も保険金の支払に関して何らかの経済的利益を有する限りでは，

一般的には，公益に反することも趣旨に含まれると解されてい
（９）

る。

傷害保険においては，被保険者の自傷行為など，自殺を除いた被保険

者による保険事故招致がある。このような被保険者の故意免責の趣旨を

考える場合，生命保険における被保険者の自殺に関する免責の趣旨が参

考になろう。すなわち，被保険者が自傷行為により保険事故を生じさせ

ることは保険契約上の信義則に反するといえ，公益に反するか否かにつ

いては，自傷行為は犯罪ではないものの，保険金取得目的の自傷行為に

ついて保険給付をすることは公益に反すると解されてい
（10）

る。

（２）故意の対象事実

保険法および約款の規定からすると，故意免責における故意は保険事

故の発生原因事実であり，故意の対象となる事実は，保険事故の発生で

あると解されてい
（11）

る。そうであるとすると，保険者が保険給付義務を免

（８） 山下・前掲注（３）370頁～371頁。

（９） 山下・前掲注（３）471頁，477頁。

（10） 山下・前掲注（３）465頁～467頁。故意免責を認める要素として，人

保険において，保険契約の著しい累積により保険給付総額が著しく高額に

なる場合があるが，この場合についても，保険給付を認めることは公益に

反するものであると解される。なお，生命保険において高度障害保険金が

支払われる場合に，被保険者が自殺を企てたところ高度障害状態になった

場合，自殺の故意は高度障害状態になることの故意を含むという理由によ

り免責されると解されている。山下・前掲注（３）469頁～470頁を参照。

（11） 山下・前掲注（３）372頁。
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れるのは，損害保険では，保険事故と相当因果関係にある損害というこ

とになり，人保険についてみると，死亡あるいは傷害という結果に及ん

でいなければならないと解される。

（３）故意の意義

故意免責において考慮すべき基準は，保険者が保険給付をするべきか

否かということであると解される。そうであるとすると，故意免責にお

ける故意は，刑事法でいう確定的故意が故意免責でいう故意に該当する

とともに，結果発生の蓋然性が高いことを要し，行為者がそのことを認

識していた限りでは故意にあたると解されてい
（12）

る。

（４）故意による行為

免責となる故意には不作為も含まれる。さらに，保険契約者という保

険契約の当事者または損害保険における被保険者，人保険における保険

金受取人という保険給付請求権を有する者が故意によって保険事故を招

致する行為を行った場合だけでなく，刑事法でいう間接正犯や共犯にあ

たる場合も故意の事故招致に該当する行為に含まれると解されてい
（13）

る。

このような解釈がなされるとすると，そして，故意免責の趣旨あるい

は意義等をあわせて考えると，保険契約者，損害保険における被保険者，

人保険における保険金受取人が自ら行為をするのではなく，これらの者

の意を受けた者が実行行為をした場合も故意免責が認められると解され

る。そうであるとすると，これらの者以外の者の故意による行為で保険

事故が生じた場合に，免責をどこまで拡張するかということを考えるに

あたっては，故意免責の趣旨あるいは意義等および故意による行為に関

する解釈がその判断の基準になるといえる。

（12） 山下・前掲注（３）375頁。

（13） 山下・前掲注（３）375頁。
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４．２つの最高裁判決

（１）最判平成14年10月３日

＜事実の概要＞

Ｘ有限会社（原告・被控訴人・被上告人）は，Ｙ生命保険会社（被告・

控訴人・上告人）との間で，被保険者をＸ社代表取締役Ａ，保険金受取

人をＸ社とする集団扱定期保険契約（以下「本件保険契約」という。）

を締結した。本件保険契約には，被保険者が，保険契約者または保険金

受取人の故意により死亡した場合には，Ｙ生保は死亡保険金を支払わな

い旨の規定（以下「本件免責条項」という。）があった。

Ａの妻ＢがＡの女性関係に悩み，故意にＡの頭部を殴打した結果，Ａ

が死亡した。Ｘ社は，本件事故当時は有限会社であったが，その後株式

会社に組織変更し，取締役はＡ・Ｂ他２名であった。Ａは代表取締役で，

業務のほとんどを支配し，Ｂは主として給与計算や社会保険関係の事務

を担当するにとどまり，経営者としての立場で業務に関与していなかっ

た。

Ｘ社がＹ生保に死亡保険金の支払を請求したところ，Ｙ生保は本件免

責条項に基づく免責を主張し，保険金の支払を拒否した。

＜判旨＞上告棄却。

「本件免責条項は，商法（改正前商法：筆者挿入）680条１項２号本

文及び３号の規定と同旨のものであるところ，いずれもその趣旨は，生

命保険契約において，保険契約者又は保険金受取人が殺人という犯罪行

為によって故意に保険事故を招致したときにも保険金を入手することは，

公益に反し，信義誠実の原則にも反するものであるから，保険金の支払

を制限すべきであるというところにある」（最高裁昭和42年１月31日判

決・民集21巻１号77頁参照）。

「本件免責条項は，保険契約者又は保険金受取人そのものが故意によ

り保険事故を招致した場合のみならず，公益や信義誠実の原則という本
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件免責条項の趣旨に照らして，第三者の故意による保険事故の招致を

もって保険契約者又は保険金受取人の行為と同一のものと評価できる場

合をも含むと解すべきである。したがって，保険契約者又は保険金受取

人が会社の場合において，取締役の故意により被保険者が死亡したとき

には，会社の規模や構成，保険事故の発生時における当該取締役の会社

における地位や影響力，当該取締役と会社との経済的利害の共通性ない

し取締役が保険金を管理又は処分する権限の有無，行為の動機等の諸事

情を総合して，当該取締役が会社を実質的に支配し若しくは事故後直ち

に会社を実質的に支配しうる立場にあり，又は当該取締役が保険金の受

領による利益を直接享受しうる立場にあるなど，本件免責条項の趣旨に

照らして，当該取締役の故意による保険事故の招致をもって会社の行為

と同一のものと評価することができる場合には，本件免責条項に該当す

るというべきである。

これを本件についてみると，Ｘ社が，年間売上高３億3,000万円前後，

従業員数が関連会社を含めて20名から30名程度の有限会社であること，

ＡがＸ社の業務のほとんどを支配しており，Ｂは代表権のない取締役で

あり，主として従業員の給与計算や社会保険関係の事務を担当していた

ものの，その役割はＡがＸ社を運営していく上で必要な業務の補助的な

性質のものであり，Ｂが経営者としての立場でＸ社の業務に関与しては

いなかったこと，ＢがＡの女性関係について悩んでおり，Ａを死亡させ

た直後に自殺していることなど上記事実関係の下においては，ＢがＸ社

を実質的に支配し又は事故後直ちにＸ社を実質的に支配し得る立場に

あったということはできず，また，Ｂが保険金の受領による利益を直接

享受し得る立場にあったということもできず，公益や信義誠実の原則と

いう本件免責条項の趣旨に照らして，Ｂが個人的動機によって故意にＡ

を死亡させた行為をもってＸ社の行為と同一のものと評価することがで

きる場合には当たらないというべきである。なお，Ｂが資金調達面の事

務に関与するため，金庫の鍵を所持し，取引銀行と交渉するなどの役割
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を果たしていることや，役員報酬の年額がＡに次ぐものであったことな

どの事実を考慮しても，Ｂの行為をもってＸ社の行為と同一のものと評

価することができる場合に当たるということはできない。」

（２）最判平成16年６月10日

＜事実の概要＞

Ａ有限会社は，平成元年６月16日，Ｙ損害保険会社（被告・被控訴

人・上告人）との間で，店舗事務所（以下「本件建物」という。）につ

いて火災保険契約（以下「本件保険契約」という。）を締結した。本件

保険契約には，保険契約者，被保険者またはこれらの者の法定代理人

（保険契約者または被保険者が法人であるときは，その理事または取締

役等または法人の業務を執行するその他の機関）の故意もしくは重大な

過失または法令違反によって生じた損害に対しては，保険金を支払わな

い旨の免責条項（以下「本件免責条項」という。）があった。

Ⅹ信用組合（原告・控訴人・被上告人）は，昭和60年３月25日，Ａ社

との間で信用組合取引契約（以下「本件取引契約」という。）を締結し

た。Ａ社は，平成元年７月７日，Ⅹ信組に対し，本件取引契約に基づい

て現在および将来負担する債務を被担保債務とし，極度額を４億800万

円と定め，Ａ社が本件保険契約に基づいて有する債権に質権を設定し，

同日，Ｙ損保の承諾を得た。Ⅹ信組は，本件取引契約に基づき，平成４

年６月30日，Ａ社に対し，Ａ社が破産宣告を受けたときを期限の利益喪

失事由とする約定の下に，４億1,000万円を貸し付けた。Ａ社は，平成

５年７月23日午前11時，破産宣告を受け，破産管財人が選任された。

平成６年３月31日，本件建物が火災（以下「本件火災」という。）に

より全損した。本件火災当時の本件建物の価額は2,369万5,000円である。

本件火災は，破産宣告当時，Ａ社の代表取締役であったＢの放火による

ものであった。Ｘ信組は，本件火災当時，Ａ社に対して前記貸金につき

４億716万4,615円の残元本債権を有しており，平成８年２月28日，前記

質権に基づく取立権の行使として，Ｙ損保に対して保険金3,000万円の
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支払を求めて提訴した。Ｙ損保は，本件火災は，保険契約者兼被保険者

であるＡ社の代表取締役Ｂの放火によるものであり，取締役の故意によ

る事故招致であるとして，本件免責条項に基づく免責を主張し，保険金

の支払を拒否した。

第１審（大阪地判平成９年１月20
（14）

日）は，本件免責条項に該当すると

して，Ⅹ信組の保険金請求を棄却した。これに対して，原審（大阪高判

平成11年９月30
（15）

日）は，第１審判決を変更し，Ⅹ信組の保険金請求を一

（14） 判時1707号174頁。判決の概要は以下のようである。本件の問題は，

破産宣告によって従前の取締役は当然に退任するかどうかであるが，会社

と取締役との間の法律関係は委任であるから，民法653条によると，委任

者である会社が破産した場合には委任は終了するが，その理由とするとこ

ろは，破産会社の財産の管理処分権限が管財人に専属するために委任の目

的を達成できなくなったことによるものであると考えられ，したがって，

破産会社の財産の管理処分以外の事務については当然に会社・取締役間の

委任関係は終了せず，従前の取締役が事務の遂行にあたると解され，また，

取締役には会社を破産に至らしめた責任が問われるべきであり，その意味

からも破産会社の財産の管理処分以外の事務については従前の取締役に遂

行させるのが当然であることから，ＢはＡ社が破産宣告を受けた後もその

取締役としての地位は失っておらず，本件免責条項の保険契約者または被

保険者の法定代理人ということができると判示した。

（15） 判時1707号171頁。判決の概要は以下のようである。本件の問題は，

本件免責条項が破産宣告前の取締役の故意により生じた損害にも免責を認

める趣旨のものであるかどうかということであるとともに，当事者の意思

解釈の問題でもある。すなわち，会社の取締役は，保険契約者，被保険者

またはその法定代理人と同視できる立場にあるから，取締役が招致した損

害について一定の限度で免責されるとすることに合理的理由がないとはい

えず，したがって，本件免責条項では，取締役が，保険契約関係にかかわ

り得る者であり，あるいは保険の目的を維持管理すべき立場にあり，保険

の利益を受ける者であることが基本的な前提とされていると解される。そ

れゆえに，従前の取締役は，会社の破産により当然退任すると解する場合

はもとより，一定の限度で取締役の地位を保持すると解する場合にも，会

社財産の維持管理ないし処分に関わる余地がなくなるから，本件免責条項

が前提とする取締役とは，その性格が著しく異なるものになり，取締役と

いうことばで普通に理解される立場の者とも著しく異なるものになるゆえ
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部認容した。

＜判旨＞破棄自判。

改正前「商法641条は，損害保険において，保険契約者又は被保険者

の悪意又は重大な過失により生じた損害については，保険者は，てん補

責任を免れる旨を定めているが，その趣旨は，保険契約者又は被保険者

の故意又は重大な過失によって保険事故を招致した場合に被保険者に保

険金請求権を認めるのは，保険契約当事者間の信義則に反し，又は公序

良俗に反するものであることによるものと解される。

本件免責条項は，同様の趣旨から，保険契約者，被保険者又はこれら

の者の法定代理人の故意若しくは重大な過失又は法令違反によって生じ

た損害についての保険者の免責を定めるとともに，保険契約者又は被保

険者が法人である場合における免責の対象となる保険事故の招致をした

者の範囲については」「『その理事または取締役等または法人の業務を執

行するその他の機関』と定め，理事又は取締役等の地位にある者につい

ては，業務執行権限の有無や保険の目的物を現実に管理していたか否か

などの点にかかわりなく，例外なく免責の対象となる保険事故を招致し

た者に含まれることを明らかにしている。

本件免責条項が，上記の通り，保険契約者又は被保険者が法人である

場合における免責の対象となる保険事故の招致をした者の範囲を明確か

つ画一的に定めていること等にかんがみると，本件免責条項にいう『取

締役』の意義については，文字どおり，取締役の地位にある者をいうも

のと解すべきである。そして，有限会社の破産宣告時に取締役の地位に

あった者は，破産宣告によっては取締役の地位を当然には失わず，社員

総会の招集等の会社組織に係る行為等については，取締役としての権限

を行使し得ると解されるから，上記『取締役』に該当すると解するのが

に，本件保険契約の当事者の意思は，このような従前の取締役は本件免責

条項に規定する取締役には該当しないとするところにあると解するのが相

当である。
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相当である。（なお，」最高裁昭和43年３月15日判決・民集22巻３号625

頁は）「株式会社が破産宣告とともに同時破産廃止の決定を受けた場合

において，従前の取締役が当然に清算人になるものではないことを判示

したもので，本件とは事案を異にする。）

このような見地に立って本件をみるに，前記のとおり，本件火災は，

本件保険契約の保険契約者である訴外会社の取締役の地位にあったＢの

放火によるものであり，当時，訴外会社は破産宣告を受けて破産管財人

が選任されていたが，Ｂは，依然として，取締役の地位にあったのであ

るから，Ｂの放火による本件建物の焼失は，本件免責条項にいう取締役

の故意による事故招致に該当するものというべきである。」

（３）２の最高裁判決にみる論点

（ア）判示された判断の基準・判断の具体的な項目

平成14年最判では，保険契約者・保険金受取人を会社，被保険者を代

表取締役とする集団扱定期保険契約（生命保険契約）において，約款の

中に，被保険者が保険契約者または保険金受取人の故意により死亡した

場合には，保険会社は死亡保険金を支払わない旨の免責条項があった事

案を対象としている。最高裁は，免責条項の趣旨につき，被保険者の故

殺によって保険金を入手することは，公益に反し，信義誠実の原則にも

反するものであるから，保険金の支払を制限すべきというところにある

として，改正前商法680条１項の規定と同じ趣旨であると判示している。

そして，免責条項の適用につき，その趣旨に照らし，第三者の故意によ

る保険事故招致をもって保険契約者または保険金受取人の行為と同一の

ものと評価できる場合をも含むとしている。そのうえで，①会社の規

模・構成，②保険事故の発生時における取締役の会社における地位・影

響力，③取締役と会社との経済的利害の共通性ないし取締役が保険金を

管理または処分する権限の有無，④行為の動機等の諸事情を総合して，

取締役が会社を実質的に支配しもしくは事故後ただちに会社を実質的に

支配しうる立場にあり，または，取締役が保険金の受領による利益を直
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接享受しうる立場にあるなど，取締役の故意による保険事故招致をもっ

て会社の行為と同一のものと評価できる場合には，免責条項に該当する

と判示している。これを当該事案にあてはめると，①保険契約者・保険

金受取人である会社は小規模であること，②被保険者を殺害した取締役

の役割は会社において補助的であり，当該取締役は経営者として会社の

業務に関与していなかったこと，③被保険者を殺害直後に自殺している

という事実関係からすれば，当該取締役が会社を実質的に支配しまたは

事故後直ちに会社を実質的に支配し得る立場にあったということはでき

ず，保険金の受領による利益を直接享受し得る立場にあったということ

もできないことから，当該取締役の行為は個人的動機によるものであり，

会社の行為と同一のものではないと判示し，免責を否定している。

平成16年最判では，保険契約者・被保険者を会社，目的物を建物とす

る火災保険契約（その後，保険金請求権に質権が設定された）において，

保険契約者，被保険者またはこれらの者の法定代理人（法人であるとき

は，その理事または取締役等または法人の業務を執行するその他の機関

〔以下「理事または取締役等」ということがある。〕）の故意もしくは重

大な過失または法令違反によって生じた損害に対しては，保険金を支払

わない旨の免責条項があった事案を対象としている。最高裁は，約款中

の免責条項の趣旨について平成14年最判と同様に解したうえで，免責条

項にいう理事または取締役等の地位にある者については，業務執行権限

の有無や保険の目的物を現実に管理していたか否かなどの点にかかわり

なく，免責の対象となる保険事故を招致した者に含まれると判示してい

る。そのうえで，免責条項が保険事故の招致をした者の範囲を明確かつ

画一的に定めていること等にかんがみると，免責条項にいう理事または

取締役等の意義については，これらの地位にある者をいうものと解すべ

きであるとし，これを当該事案にあてはめると，会社の破産宣告時に取

締役の地位にあった者は，破産宣告によってはその地位を当然には失わ

ず，会社組織に係る行為等については，取締役としての権限を行使しう
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ると解されるから，取締役に該当すると解するのが相当であるとし判示

し，免責を肯定している。

２つの最高裁判決は，保険契約者・保険金受取人（平成14年最判。人

保険）・被保険者（平成16年最判。損害保険）（以下，同じ。）が会社で

ある保険契約，いわゆる法人契約（保険契約者・被保険者〔損害保険〕・

保険金受取人〔人保険〕が法人である保険契約等）を対象としているこ

とで共通している。そして，故意により保険事故を招致した者（実行行

為者）が，保険証券に記載された保険契約者・保険金受取人・被保険者

である場合について判示されている。保険事故を招致する行為者につい

ては自然人に限られるので，このように保険契約者・保険金受取人・被

保険者が法人の場合，法人の機関である理事または取締役等の範囲が問

題となる。法人契約である２つの最高裁判決の免責条項の文言をみると，

損害保険を対象とする平成16年最判の約款では，理事または取締役等ま

たは法人の業務を執行するその他の機関と明示されているのに対して，

生命保険を対象とする平成14年最判では，保険契約者・保険金受取人に

ついて平成16年最判の約款のように明確かつ画一的には規定していない。

しかし，２つの最高裁判決は免責条項の趣旨について同じ解釈をしてい

ることから，平成14年最判の約款規定の趣旨は平成16年最判のそれと同

じであると解されるのではなかろうか。それゆえに，２つの最高裁判決

によれば，損害保険会社が扱う保険であれ，生命保険会社が扱う保険で

あれ，保険証券に記載された保険契約者・保険金受取人・被保険者であ

る法人の理事または取締役等の範囲が検討の対象となり，保険契約者・

保険金受取人・被保険者である法人と法律上または事実上何らかの関係

にある自然人である第三者による保険事故招致を，法人である保険契約

者・保険金受取人・被保険者の理事または取締役等のそれと同視して，

保険者免責を認めるか否かということを明らかにする必要があるという

ことになろ
（16）

う。
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（イ）検討すべき判断の基準・判断の具体的な項目

免責の対象となる故意による保険事故招致について検討する場合，免

責条項の趣旨を考慮しながら行う必要があると考える。そのうえで，２

つの最高裁判決をみる限り，（ⅰ）故意により保険事故を招致した者

（実行行為者）が，保険証券に記載された保険契約者・保険金受取人・

被保険者である場合，および，（ⅱ）実行行為者が保険証券記載の者で

ない場合に分けることができる。その結果，後者の場合には，約款規定

において，保険契約者・保険金受取人・被保険者以外の者でその行為が

免責対象となる者の範囲を明らかにすることになり，その結果，免責対

象者を拡張することにもなる。このような解釈に基づいて結論を導くこ

とは，２つの最高裁判決が示しているように，免責条項の趣旨からすれ

ば可能であると解する。

（ⅰ）実行行為者が保険証券記載の者である場合

２つの最高裁判決がこれに含まれると解されるが，これら２つが対象

としている保険契約は法人契約であることから，前述のように，実行行

為者が保険証券記載の理事または取締役等であるか否かを検討すること

になる。２つの最高裁判決において示されている免責条項の趣旨を考え

ると，２つの最高裁判決の解釈は個人契約（保険契約者・被保険者〔損

害保険〕・保険金受取人〔人保険〕が自然人である保険契約等）にも及

ぶと解するべきであろう。もっとも，２つの最高裁判決が対象としてい

る法人契約の場合，実行行為者は理事または取締役等という自然人に限

られるゆえに，保険証券記載の保険契約者・保険金受取人・被保険者に

（16） ２つの最高裁判決において判示された点と残された課題について，板

東・前掲注（１）159頁を参照。なお，改正前商法641条に関して，当事者

の合意によって保険者が免責される保険事故招致者が約定されていない場

合，任意規定とされる改正前商法641条の解釈として，第三者の保険事故

招致を保険契約者等のそれと同視すべきか否かということが検討されるべ

きであるとの指摘がある。坂口光男「保険事故の招致と保険者免責」『保

険契約法の基本問題』61頁（成文堂・1996年）を参照。
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ついては，法人という組織を深堀して，法人を構成する機関である理事

または取締役等の範囲を検討することになる。これに対して，個人契約

では，このような深堀をする必要がなく，保険証券記載の保険契約者・

保険金受取人・被保険者であるか否かということで足りる。さらに，た

とえば，実行行為者が保険証券記載の保険契約者・保険金受取人・被保

険者の親族等である場合は，次に示す保険証券に記載されていない者が

招致した場合において検討することになろう。

（ⅱ）実行行為者が保険証券記載の者でない場合

この場合に想定されるのは，保険証券記載の保険契約者・保険金受取

人・被保険者から依頼あるいは指示等をされた第三者が故意に保険事故

を招致する場合である。これには，（ⅰ）に関連して，保険証券記載の

法人の理事または取締役等ではないが，これと同等の地位にあると解さ

れる者が保険事故を招致した場合については，（ⅰ）において，実質的

な理事または取締役等であると判断できる者を理事または取締役等と同

等であるとして（ⅰ）において検討することも考えられるが，（ⅱ）の

場面で検討する。

この場合の判断基準は，平成14年最判が判示するように，保険事故を

招致した第三者が保険金の受領による利益を享受しうる者であるか否か

ということにあると解する。もっとも，第三者がそのような利益を享受

する者でない場合であっても，保険証券記載の保険契約者・保険金受取

人・被保険者がこの者に依頼あるいは指示等をした者である場合は，こ

れら保険契約者・保険金受取人・被保険者が利害関係を有する者である

ゆえに，免責条項の趣旨からして，故意による事故招致に該当すると解

するべきであろう。この場合には，保険事故を招致した第三者の範囲お

よび依頼あるいは指示等の行為の範囲を検討することになろ
（17）

う。

（17） 保険契約者と保険金受取人が異なる保険契約において（あるいは両者

が同一の保険契約においても）「保険契約者」と「保険金受取人」の判断

基準は異なるのではないかとの指摘がある。板東・前掲注（１）159頁を
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この他の視点として，（ⅰ）保険契約の類型（①物保険契約であるか

人保険契約であるか，②損害保険会社の扱う保険契約であるか生命保険

会社の扱う保険契約であるか），および，（ⅱ）保険契約と実行行為者と

の関係（①保険契約者と関係する，②被保険者と関係する〔損害保険の

場合，人保険の場合〕，③保険金受取人と関係する〔人保険の場合〕）が

あると解する。

（ウ）小括

２つの最高裁判決からすると，各事案について結論を導き出す場合，

まず，免責条項の趣旨に基づくことが必要であろう。そのうえで，故意

に保険事故を招致したとされる者が，当該保険契約に関して，保険金の

受領による利益を直接享受しうる立場にあったか否かということが判断

の基準になるのではないかと解する。そのうえで，事案ごとに認定の対

象となる事実は異なることから，それぞれの状況証拠をみながら判断の

具体的な項目を導き出す必要があると考える。

５．主な下級審裁判例

【１】東京地判平成18年６月28
（18）

日（損害保険会社の扱う傷害保険）（被保

険者の法定相続人による故殺）（故意免責を肯定）（被保険者を殺害し

た法定相続人の相続・保険金請求権の譲渡を肯定）

＜事実の概要＞

Ａは，Ｙ損害保険会社（被告・控訴人）との間で，自己を被保険者，

死亡保険金請求権はＡの法定相続人Ｂ（母）とＣ（父）に1,000万円ず

つ帰属する旨のクレジットカード付帯の傷害保険契約（以下「本件保険

契約」という。）を締結した。本件保険契約の約款（以下「本件約款」と

いう。）３条１項２号には，「保険金を受け取るべき者の故意」によって

生じた傷害に対しては，保険会社は保険金を支払わない，ただし，その

参照。

（18） 金判1255号12頁。
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者が死亡保険金の一部の受取人である場合には，他の者が受け取るべき

金額については，この限りではない旨の記載がある（以下「本件免責条

項」という。）。

Ａが死亡していることが発見された（以下「本件事故」という。）。そ

の後，ＣがＡを殺害した容疑で逮捕され，Ｃは有罪判決を受けた。この

間，Ｂは保険金請求権を行使しないまま死亡した。Ｂの法定相続人は，

Ｃおよび兄弟姉妹Ｘ1・Ｘ2・Ｘ3・Ｘ4（原告・被控訴人）である。

ⅩらはＹ損保に対して保険金の支払を求めたところ，Ｙ損保はＣに帰

属した1,000万円からⅩらの相続分として250万円を支払ったにすぎな

かった。その後，Ｃは，Ｂから相続した750万円の保険金請求権をＸら

に譲渡することに同意した。Ⅹらは，Ｂが取得した保険金請求権をＣが

相続し，Ｂから譲り受けたとして，Ｙ損保に保険金の支払を求めたが拒

否された。

＜判旨＞認容。

本件免責条項は「保険金を受け取るべき地位にある者が故意に傷害事

故を惹起したような場合には，そのような者に保険金を支払うことは，

保険契約における信義誠実の原則に反し，公益的見地からも許されない

との考えに基づくものであると解されるところ，当該『故意』の中には，

保険金を受け取るべき地位にある者が被保険者を殺害するというような

非難すべき行為をした場合も含まれるというべきである。

本件の場合，亡Ａの法定相続人として保険金受取人の一人であるＣは，

亡Ａを殺害した実行行為者であるとして有罪判決を受けており（有罪が

確定しているか否かは明らかではないが），前記の『故意』にあたる場

合として，保険会社である被告は，同人に対する保険金支払いを拒むこ

とができるものと解される。」

「本件免責条項の文言からすれば，保険会社が支払いを拒否できるの

は，当該『故意』者が本来的に受け取るべき保険金についてのみであり，

一旦当該『故意』者以外の者に発生して帰属した保険金請求権について
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は，被告はその支払いを拒否することは原則としてできないものと解す

るのが相当である。すなわち，本件保険約款第２章第３条１項２号但書

に，『他の者が受け取るべき金額については，この限りではありませ

ん。』とあるように，Ｃが『故意』者であるとして保険金請求を拒否さ

れるとしても，被告が保険金支払いの責任を免れるのはその部分のみで

あり，他の受取人である亡Ｂの受領すべき保険金については影響を受け

ることなく存続し，たまたま同人がこれを行使することなく死亡した場

合には，法定相続分に従った相続が生じるのであり，亡Ｂの相続人がこ

れを被告に対して行使できるのは当然である。

もっとも，本件免責条項の趣旨からすれば，本件事故を惹起せしめた

『故意』者については，いかなる場合であろうと，自ら保険金請求権を

行使してこれを受領することは許されないと解すべきであるから，たま

たま亡Ａの死亡により同人の保険金請求権をＣが相続しても，これを行

使して保険金を受領することは許されないところであるが，Ｃがこれを

他の相続人に譲渡した場合には，譲受人はその保険金請求権を行使でき

ると解するのが相当である。」

「実質的にも，そのように解さないと，一旦亡Ｂに発生した保険金請

求権が，たまたま同人が権利を行使する前に亡くなったという偶然の事

情により，被告がその大部分の支払いを免れる結果となって不合理であ

る。」

【２】東京高判平成18年10月19
（19）

日（【１】の控訴審判決）（故意免責を否

定）

＜判旨＞棄却。

（19） 金判1255号６頁。判批，甘利公人・損保研究69巻２号287頁（2007年），

堀井智明・法学研究80巻10号105頁（2007年），武知政芳・リマークス36号

110頁（2008年），小林道生・保険レポ229号１頁（2008年），後藤元・ジュ

リ1380号128頁（2009年），福田弥夫・金判1336号236頁（2010年），志田惣

一・保険判百174頁（2010年）等。
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「本件保険契約は，保険者が，被保険者が急激かつ偶然な外来の事故

によってその身体に被った傷害に対して保険金を支払うものであり」，

「保険金を受け取るべき者が故意により保険事故を生じさせた場合は，

これを偶然な事故ということはできないことはもとより，保険契約に伴

う射倖性の危険の現実的な現れというべき事態であり，本件保険約款３

条①（２）本文はいわば当然の事理を規定している」。（改正前）「商法

においても，保険金受取人の事故招致について，保険者の免責を認めて

いる（同法641条，680条）」。一方，本件約款３条①（２）ただし書は

「保険金受取人が複数ある場合には，当該者の中に同条①（２）本文に

該当する者があっても，他の者の保険金請求権には影響しないものとし，

保険金受取人の事故招致については，属人的な考え方をとっている。

したがって，保険金受取人のうちの一部の者に事故招致者があっても，

他の保険金受取人の保険金請求権は発生するのであり，いったん発生し

た保険金保険金請求権は，独立した財産権として相続財産を構成し，相

続により相続人に承継され，また，差押えの対象財産ともなる。この場

合において，いったん発生した保険金請求権を相続した者が保険事故を

招致した者であるときについて，本件保険約款は何らの規定も置かず，

（改正前：筆者挿入）商法その他の法令においても特段の定めを置いて

いないから，本件保険約款の趣旨も含め，民法の一般条項に照らして，

事故招致者において当該保険金請求権を行使することを妨げる特段の事

情がない限り，上記の原則に従い，事故招致者であっても，いったん発

生した保険金請求権を相続し，その行使又は処分をすることができ，ま

た，保険金受取人の相続債権者あるいは事故招致者固有の債権者が保険

金請求権を差し押さえることもできるというべきである。」

「本件保険契約により，保険金請求権は，Ｂにおいて発生し，そのいっ

たん発生した保険金請求権をＣが相続したものであり，特段の事情がな

い限り，Ｃによる保険金請求権の行使を制限し，又はその処分の効力を

否定することができない。続いて，上記の特段の事情があるか否かにつ
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いてみると，Ｃが被保険者であるＡを殺害し，これによって有罪判決を

受けた事実は認められるものの」，「殺害の動機は明らかでなく，保険金

目的の殺害と認めるに足りる事情はなく，Ｂの死亡についても，Ｃの行

為が直接影響しているとの事情もうかがえず，ＣからⅩらへの債権譲渡

についても，その譲渡人及び譲受人それぞれの動機，対価の有無等につ

いても不明である」。「Ｃにおいて，いったん発生した保険金請求権を相

続した上，それを行使し，又は処分することを妨げる特段の事情を認め

るには至らない。したがって，Ｃの本件保険金請求権の譲渡の効力を否

定することは困難であり，Ｘらの本件保険金請求権の行使を妨げる理由

はない。」

【３】名古屋地判平成20年２月21
（20）

日（生命保険，損害保険会社の扱う海

外旅行傷害保険）（保険金受取人の親権者による故殺）（故意免責を否

定）

＜事実の概要＞

Ｘ1・Ｘ2・Ｘ3・Ｘ4（原告・被控訴人）の父Ａは，平成３年８月１日

に，Ｙ1生命保険会社（被告・控訴人）との間で，自己を被保険者，Ｘ1，

Ｘ2を保険金受取人（分割割合は50％）とする，死亡保険金5,000万円，

災害死亡保険金１億円の生命保険契約を締結した。さらに，Ａは，平成

16年８月17日に，Ｙ2保険会社（被告・控訴人）との間で，自己を被保

険者，被保険者死亡の場合の保険金受取人を法定相続人とする海外旅行

傷害保険契約を締結した。死亡保険金は3,000万円であるが，死亡保険

金の支払事由が被保険者への加害を目的とする第三者の作為による傷害

の場合には6,000万円とする内容であった。Ｙ1生保の約款６条１項２号

には，死亡保険金を支払わない場合として，被保険者が「死亡保険金受

取人の故意により死亡した場合」があげられており（以下「本件免責条

項１」という。），Ｙ2 保険の約款３条１項２号には，保険金を支払わな

（20） 判時2051号147頁，生保判例20巻85頁。判批等：福田弥夫・保険レポ

284号１頁（2015年）。
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い場合として，傷害が「保険金を受け取るべき者の故意」により生じた

場合があげられている（以下「本件免責条項２」という。）。

Ａは平成元年にＢと結婚し，Ｘ1（平成３年５月出生），Ⅹ2（平成５

年12月出生），Ⅹ4（平成９年９月出生）の子供がいる。Ⅹ3は平成元年

９月にフィリピンで出生し，平成12年２月にＡが認知している。ＡとＢ

は平成10年９月に離婚したが，その際，Ⅹ1とⅩ2の親権者をＡとし，Ⅹ4

の親権者をＢとし，Ⅹ3についてはＡおよびＢを共同親権者とした。Ａ

とＢは離婚後も同居していたが，平成16年５月にＡは家庭裁判所にⅩ4

の親権者変更の申し立てをした。同年５月頃からＡはＢと別居を始め，

平成16年６月にＢはⅩ4を連れてフィリピンへ帰国し，７月にはⅩ3も

フィリピンへ呼び寄せている。

Ａは，平成16年８月18日に旅行先であるフィリピンで何者かに殺害さ

れ（以下「本件保険事故」という。），Ａ死亡後の平成17年１月５日に，

Ⅹ1～Ⅹ4の親権者はすべてＢとなり，Ｂが，Ｙ1生保・Ｙ2保険に対して

保険金請求を行ったところ，Ｙ1生保はＡ殺害にＢが何らかの形で関与

した蓋然性がきわめて高いとし，Ｙ2保険は本件保険事故が偶然のもの

かどうかに関し疑問があるとの理由で，それぞれ保険金の支払いを拒絶

した。Ⅹ1・Ｘ2・Ｘ3・Ⅹ4が保険金の支払いを求めて訴えを提起した。

＜判旨＞棄却（控訴）。

「Ｂは，Ｘらの母親であり，Ａが死亡した場合にＸらを監護しその財

産管理をするものということができるから（実際に，各保険金の請求時

にはＸらの唯一の親権者となっており」，「Ｘらの財産処分をしているこ

とが認められる。），Ｂが，第三者に依頼し，被保険者であるＡを殺害さ

せた」「のであれば，ＢがＸらの法定代理人として本件各保険金請求を

する本件においては，実質的にみて本件各保険金の受取人であるＸらに

よって保険事故が招致されたのと同一のものと評価することができ」る。

もっとも，「Ｂが第三者にＡを殺害させたことを認めるに足りない」。

【４】名古屋高判平成21年４月24
（21）

日（【３】の控訴審判決）（故意免責を
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否定）

＜判旨＞認容。

「本件免責条項１及び２の趣旨は，（改正前：筆者挿入）商法680条１

項２号あるいは同法641条の趣旨と同様に，被保険者が保険金受取人の

故意行為によって死亡した場合や保険事故が保険金受取人によって招致

された場合に保険金受取人に保険金の受け取りを認めることは，公益に

反し，信義誠実の原則にも反するのでこれを認めない趣旨であることか

らすると，保険事故が保険金受取人自身の故意行為によって発生した場

合でなく，第三者の故意行為によって発生した場合でも，その第三者の

行為が保険金受取人の行為と同一に評価できる場合にも，本件免責条項

１及び２の適用を認める余地はあるものといえる。」

「被控訴人らが乳幼児であればともかく，本件事故発生時において，

被控訴人Ｘ2は14歳，同Ｘ1は13歳，同Ｘ3は10歳，同Ｘ4は６歳といずれ

も学齢に達していたことからすると，被控訴人らにおいて，本件保険金

の受取人が自分達であり，自分達の保険金であることを認識することが

できたものと認められることや，確かに，前記認定のとおり，現時点で

はＢは被控訴人らの親権者ではあるが，本件保険事故発生当時は，被控

訴人Ｘ1及び同Ｘ3の親権者はＡであり，同被控訴人らはＡとともに日本

において生活していた者であることからすると，本件保険金の実質的取

得者がＢであるとまでは認め難く，また，Ｂの行為を被控訴人らの行為

と同一に評価することはできない。しかも，本件各保険契約はＢが本件

保険事故の発生を予期してＡに締結させたものであるとの事情を窺わせ

るような証拠はなく，かえって，Ａが被控訴人らのことを考えて保険契

約を締結したものであることが窺われることなどからすると，被控訴人

（21） 判時2051号147頁。判批等：花房・前掲注（１）225頁，福田弥夫・保

険レポート284号１頁（2015年），岡田豊基「保険金受取人の法定代理人等

による被保険者故殺における保険者免責」神戸学院法学45巻４号25頁

（2017年）等。
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らによる本件保険金の受取りを否定することは，保険契約者であるＡの

意思に明らかに反し，また，被控訴人らの利益を著しく侵害するもので

あって相当とは認め難い。

なるほど，現時点ではＢは被控訴人らの親権者であり，本件保険金を

被控訴人らに代理して受け取ることができ，親権を濫用してそれを被控

訴人らのためではなく，自らのために消費する危険性がないとはいえな

いが，それであるからといって被控訴人らの保険金取得を否定するのは

相当ではなく，民法が定める親権喪失宣言や管理権喪失宣言の制度等

（父または母が親権を濫用し，または著しく不行跡あるときは，家庭裁

判所は，子の親族または検察官の請求により，親権を喪失させることが

できる（同法843条）。また，管理が失当であったことによってその子の

財産を危うくしたときは，前記と同様の者の請求により，家庭裁判所は

管理権を喪失させることができる（同835条）。）等により，その救済を

はかるべきである。

よって，本件においては，本件免責条項１及び２の適用はなく，控訴

人らの主張は理由がない。」

【５】岐阜地判平成23年３月23
（22）

日（損害保険会社の扱う海外旅行傷害保

険）（被保険者の親族等の故殺への関与）（故意免責を肯定）

＜事実の概要＞

Ａは，姉Ｂとその夫であり，生まれた頃から面識があるＣの家族（Ｂ

とＣは，昭和61年に婚姻し，平成２年に協議離婚し，平成８年に再婚し，

本件事故後の平成22年に離婚している），および，Ｃの友人Ｄとその家

族の９名で海外旅行（以下「本件旅行」という。）を計画した。旅行の

（22） 判時2110号131頁，自保ジャ1864号164頁。判批等：𡈽岐孝宏・法セ682

号131頁（2011年），小川聖史・共済と保険54巻６号32頁（2012年），堀井

智明・法学研究85巻１号141頁（2012年），深澤泰弘・損保研究73巻４号249

頁（2012年），遠山聡・ジュリ1464号116頁（2014年），花房一彦・立正法

学論集48巻２号135頁（2015年）等。
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企画，申込および旅行代金の支払等の手続はＣ・Ｄが行った。Ｃらは，

旅行代金を抑えるために６月平日に旅行を行うこととした。Ａらは，出

発日，空港内の保険カウンターに赴き，Ｙ損害保険会社（被告・被控訴

人）に海外旅行保険の申込を行った。Ｙ損保の担当者は，定型プランの

うち最も高額なデラックスプラン（死亡保険金額7,500万円）を案内し

た際，Ｂが「そんなに高いのは必要ない」旨述べたため，より低額なエ

コノミープランを勧めたところ，Ｄが「自分が全員分の保険料を支払う

から」と言い，デラックスプランの海外旅行保険契約をＡ・Ｃ・Ｄの３

名が代表して申し込み，ＤがＡら９名分の保険料54,670円を支払った。

ところが，Ｄがより保険金額の高いプランを要求したことから，Ｙ損保

の担当者は定形外プランである死亡保険金額１億円のものを勧め，Ｄは

これに変更する旨を申し入れて保険料の差額合計額を支払い，Ａ・Ｃ・

Ｄの３名が保険契約書に署名して海外旅行保険契約〔以下「本件保険契

約」という。〕）を締結した。本件保険契約の特約条項は，「当会社は，

次の各号に掲げる事由のいずれかによって生じた傷害に対しては，傷害

死亡保険金を支払いません。」とし，保険契約者または被保険者の故意，

傷害死亡保険金を受け取るべき者の故意と規定していた（以下「本件免

責条項」という。）。Ａは，旅行中，ビーチで溺死した（以下「本件保険

事故」という。）。Ⅹ1（原告・控訴人）・Ⅹ2（同）はＡの両親であり，

死亡保険金受取人は法定相続人と指定されている。

Ⅹ1の銀行口座の通帳やカードは，娘Ｂが管理・使用しており，Ａの

葬儀費用の支払や他の保険契約に基づく保険金請求手続等もＢが行った。

また，Ｃは，本件保険事故前，Ｘ1所有の土地を無償で譲り受け，建物

を建築し，Ｂと居住していた。Ⅹ1がＢに対して求めるまま金員を与え

ていたこともあって，Ｃは，本件保険事故の直前，資金をＸ1からＢを

介して借り入れ，中古車販売業を開業したが，本件旅行当時，経営難に

あり，本件保険事故後もＢを介してＸ1から約1,000万円を借り入れてい

る。Ｃは，本件旅行前にも多数の保険事故（自動車事故）を起こし，う

免責となる故意による保険事故招致者の範囲

（553） 67



ち１件は，偽装の疑いがあるとして保険金が支払われていない。さらに，

本件旅行後も，保険金詐欺（自動車同士の偽装事故による車両保険金請

求詐欺），有印公文書変造等，不正競争防止法違反等，業務妨害等で起

訴され，懲役３年，執行猶予５年の判決を受けている。また，Ｃ・Ｄは

家族ぐるみの付き合いをしていたが，Ｄはガソリンスタンドの経営に行

き詰まり，傷害や器物損壊事件を引き起こし，本件事故前に，懲役２年，

執行猶予４年の判決を受けている。

Ⅹらは，Ａの死亡によって，Ｃを使者として，Ｙ損保に対して保険金

の支払を請求したところ，Ｙ損保は免責条項に該当するとして拒否した。

なお，本件事故の発生により，Ａが別に締結していた生命保険契約およ

び本件旅行を主催した旅行代理店と提携した保険会社から，死亡保険金

5,530万円が口座振込の形でＸらに支払われた。Ｂが同口座の通帳およ

びカードを管理しており，１年に満たない期間内に4,640万円が預金者

側に払い戻され，うち1,000万円はＣに貸し付けられていた。

＜判旨＞棄却（控訴）。

Ａの死因には不審な点があり，Ｃ・ＤのＡ死亡に至るまでの説明に著

しく不合理な点があること，Ｃ・Ｄが経済的に困窮していたこと，Ⅹら

とＣが経済的利害を共通にすること，本件保険契約締結の経緯等が不自

然であること，Ｃ・Ｄに親密な関係があること，Ｂ・Ｃ・Ｄが他の件で

保険金請求等を行っていることの事情を認定すると，Ｃ・Ｄが，「Ｂを

通じて本件保険金をⅩらから支出させることを企図して，これにより利

益を得る目的でＡに本件保険契約を締結させ，Ａの殺人を目論み，Ａは，

両名の故意により」「溺れさせられ，本件保険事故が発生したものと推

認できる」。

「本件免責条項は，保険契約者又は保険金受取人そのものが故意によ

り保険事故を招致した場合のみならず，公益や信義誠実の原則という本

件免責条項の趣旨に照らして，第三者の故意による保険事故の招致を

もって保険契約者又は保険金受取人の行為と同一のものと評価すること
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ができる場合をも含むと解すべきである」（最高裁平成14年10月３日判

決）。「したがって，第三者の故意により被保険者が死亡したときには，

当該第三者と保険契約者又は保険金受取人との経済的利害の共通性ない

し当該第三者が保険金を管理又は処分する権限の有無，行為の動機等の

諸事情を総合して，当該第三者が保険金の受領による利益を直接享受し

得る立場にあるなど，本件免責条項の趣旨に照らして，当該第三者の故

意による保険事故の招致をもって保険契約者又は保険金受取人の行為と

同一のものと評価することができる場合には，本件免責条項に該当する

というべきである。」

「Ｄが本件保険の保険料のすべてを支払っていること，Ｄ及びＣ両名

が，Ⅹらの子であるＢを通じて本件保険金をⅩらから支出させることを

企図して，これにより利益を得る目的でＡに本件保険契約を締結させ，

Ａの殺人を目論んだこと，Ｃは，本件保険契約前から，Ｂを通じて，

Ⅹ1から事業資金等の援助を受けていたことからすると，Ｄ及びＣは，

本件保険事故が発生した保険金の受領による利益を直接享受し得る立場

にあったということができ，公益や信義誠実の原則という本件免責条項

の趣旨に照らして，Ｄ及びＣが個人的動機によって故意にＡを死亡させ

た行為をもってⅩらの行為と同一のものと評価することができる場合に

当たるということができる。

そうすると，Ｙ損保は本件免責条項により本件保険金の支払を免責さ

れる」。

【６】富山地判平成23年５月27
（23）

日（損害保険会社の扱う傷害保険）（被保

（23） 判時2114号136頁，判タ1365号228頁，金商1375号57頁，自保ジャ1854

号181頁。判批等：木原彩夏・商事法務2065号86頁（2015年），桜沢隆哉・

金商1386号92頁（落合誠一・山下典孝編『保険判例の分析と展開』）（2012

年），伊藤雄司・損保研究74巻２号167頁（2012年），松原浩晃・保険レポ

260号15頁（2012年），嶋寺基・保険レポ265号１頁（2012年），永原稔＝牧

純一・共済と保険54巻11号38頁（2012年），李鳴・法学研究88巻４号69頁

（2015年）等。
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険者の親族による故殺）（故意免責を肯定）

＜事実の概要＞

Ａは，平成19年４月３日，Ｙ損害保険会社（被告）との間で，被保険

者Ａ，死亡保険金額2,000万円，保険期間を同日から平成20年４月３日

まで，保険金受取人が指定されていない，傷害保険契約（以下「本件契

約」という。）を締結した。本件契約の約款には，「保険契約者（保険契

約者が法人であるときは，その理事または取締役等または法人の業務を

執行するその他の機関）または被保険者の故意」，「保険金を受け取るべ

き者（保険金を受け取るべき者が法人であるときは，その理事または取

締役等または法人の業務を執行するその他の機関）の故意」（ただし，

その者が死亡保険金の一部の受取人である場合には，他の者が受け取る

べき金額については，この限りでありません）によって生じた傷害に対

しては保険金を支払いませんという旨の定めがある（以下「本件免責条

項」という。）。

Ａは，平成20年１月３日から同月４日午前９時52分頃までの間，貸し

ボート店の駐車場内に駐車中の小型貨物自家用車（以下「本件車両」と

いう。）の中で，一酸化炭素中毒により死亡した（死亡推定時刻は同月

３日午後11時頃。〔以下「本件事故」という。〕）。

Ａの兄Ⅹ1（原告）がＹに対して死亡保険金1,000万円の支払を求めた

（甲事件）。甲事件の訴訟提起から約１年半後に，Ａの姉Ⅹ2（原告）が

Ｙに対して死亡保険金1,000万円の支払を求めた（乙事件）。Ｙ損保は，

Ⅹ1の請求に対してはＡの死亡がⅩ１の故意に基づくものであること，Ⅹ２

の請求に対しては，本件免責条項の適用上，Ⅹ１の行為が保険契約者ま

たは保険金受取人の行為と同一に評価できるとして，いずれも免責を主

張した。

＜判旨＞棄却。

「本件免責条項の趣旨は，保険契約者又は保険金受取人が故意に保険

事故を招致したときにも保険金を入手できるとすることは，公益に反し，
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信義誠実の原則にも反するものであるから，保険金の支払を制限すべき

であるというところにあると解される。

したがって，本件免責条項は，保険契約者又は保険金受取人が故意に

より保険事故を招致した場合のみならず，上記本件免責条項の趣旨に照

らして，第三者の故意による保険事故の招致をもって保険契約者又は保

険金受取人の行為と同一のものと評価することができる場合を含むと解

すべきであり，その場合，当該第三者の行為をもって，保険契約者又は

保険金受取人の行為ということができるというべきである。」

「原告Ｘ１は，亡Ａに本件契約に加入することを勧め，申込書の提出

等，本件契約の手続を亡Ｂに代わって行っている。また，亡Ａは，本件

契約の際，その内容を知っていたとは認められるが，上記面談の際の態

度や本件契約当時の経済状況，実際，保険料を原告Ｘ１がその大部分を

支払っていることからすれば，本件契約を締結した動機は，専ら原告Ｘ１

から要請されたからというものと推認され，自らの経済的負担において，

本件契約に加入し，その利益を享受する積極的意思があったとは考え難

い（なお，原告Ｘ１は」，「亡Ａが年３回保険料を含めて１万円を原告Ｘ１

に支払ったと記載するが」，「少なくとも保険料の趣旨の支払が実際に行

われたとは考えにくく，これを裏付ける証拠もないことに照らせば，信

用できない。）。

そうすると，本件契約について，実質的に契約行為を行い，かつ，契

約上の義務を負担していたのは原告Ｘ１であるというべきである。そし

て，これに加えて，本件契約の時点で，亡Ａの相続人は原告Ｘ１と原告

Ｘ２であり，原告Ｘ１は，亡Ａが死亡した際，その死亡保険金の少なくと

も一部を受領でき，本件契約による利益を享受しうる立場にあり，原告

Ｘ１はこのことを認識していたことも考慮すれば，原告Ｘ１が故意により

本件事故を招致した行為をもって，保険契約者である亡Ａの行為と同視

しうると認めるのが相当である。」

したがって，本件事故は，本件免責条項にいう保険契約者の故意によ

免責となる故意による保険事故招致者の範囲

（557） 71



る事故招致の場合にあたると認められる。

【７】名古屋高判平成24年３月23
（24）

日（【５】の控訴審判決）（故意免責を

否定）

＜判旨＞一部取消（上告）。

「本件免責条項は，保険契約者又は保険金受取人そのものが故意によ

り保険事故を招致した場合のみならず，公益や信義誠実の原則という本

件免責条項の趣旨に照らして，第三者の故意による保険事故の招致を

もって保険契約者又は保険金受取人の行為と同一のものと評価すること

ができる場合をも含むと解すべきである（最高裁平成14年10月３日第一

小法廷判決・民集56巻８号1706頁参照）。

しかしながら，本件は，本件保険契約の保険契約者及び死亡保険金受

取人がいずれも自然人である事案であって，観念的存在にすぎず，現実

に事故招致をなし得るものではない法人が保険契約者兼保険金受取人で

あった上記最高裁判決の事案とは異なることに留意しなければならない。

法人契約と個人契約を区別している

すなわち，保険契約者又は保険金受取人が意思能力・行為能力に瑕疵

や制限のない自然人である場合は，第三者の故意による保険事故の招致

をもって保険契約者又は保険金受取人の行為と同一のものと評価するた

めには，当該保険契約者又は保険金受取人が，当該第三者と共謀し，あ

るいは，当該第三者を教唆ないし幇助したことにより，当該第三者が当

該保険事故を招致したなど，当該保険契約者又は保険金受取人が，遅く

とも当該保険事故の時点までに，当該保険事故を招致することにつき，

当該第三者と意を通じていた事実が存在することが必要というべきであ

る。

そして，当該第三者が誰であるか，どのような方法ないし態様で当該

保険事故を招致したのか，当該第三者と当該保険契約者又は保険金受取

（24） 2012WLJPCA03236013。判批等：林賢一・ひろば66巻10号64頁（2013

年），岡田・前掲注（21）25頁等。
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人が，いつ，どのようにして意を通じていたのかなど，具体的な事実関

係の詳細が立証される必要があるとまではいえないとしても，少なくと

も，当該保険契約者又は保険金受取人の意思に基づいて，当該保険事故

が招致されたものと推認することが合理的であると認められる程度の立

証がされる必要があるというべきである。」

「仮に，Ｃ及びＢが本件保険事故を招致したものであったとしても，」

「認定事実中には，本件保険事故までの間に，本件保険事故を招致する

ことにつき，ＡがＣ及びＢと意思を通じていたことを示唆するものはな

く，控訴人らについては，かえってＣ及びＢと意思を通じていたもので

はないことをうかがわせる事実も存在する。以上のほか，本件全証拠を

総合しても，本件保険事故が本件保険契約の保険契約者であるＡの意思

に基づいて招致されたものと認めることは困難であり，また，本件保険

事故が死亡保険金受取人である控訴人らの意思に基づいて招致されたも

のと認めるには足りないというほかはない（被控訴人も，本件保険事故

がＡ又は控訴人らの意思に基づいて招致されたものであるとの主張はし

ていない。）。

さらに，」「認定事実に加え，本件全証拠によっても，本件保険事故の

時点までに，控訴人らが死亡保険金を受領することになった場合は，こ

れをＢ及びＣが取得することができることが確実となっていたと認める

には足りない（すなわち，死亡保険金請求権を譲渡する合意があったと

か，その他ＢやＣが受領権限や取得する権利を得ていたとの事実を認め

るに足りる証拠がないのは勿論，控訴人らが死亡保険金を受領すること

になったとしても，これをＢ及びＣが取得することができるか否かは，

専ら控訴人らの任意の意思に係るものであったことを左右するような事

実関係を認めるに足りる証拠はない。なお，被控訴人は，Ｂが，本件保

険事故より前から」「銀行口座を事実上管理・支配していた旨主張する

が，控訴人らが死亡保険金を受け取ることになった場合に，同保険金が

同口座に入金されることが確実となっていたと認めるに足りる証拠はな
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いから，仮に，同口座がＢの管理・支配下にあったとしても，上記認定

判断が左右されるものではない。）から，Ｂ及びＣが被控訴人の主張に

係る『実質保険金受取人』であるということもできない（仮に，本件保

険事故後，控訴人らがＣ及びＢに協力する態度をとったことがあったと

しても，そのことによって，控訴人らが死亡保険金受取人でなくなるも

のではなく，したがって，事後的に，Ｂ及びＣが被控訴人の主張に係る

『実質保険金受取人』となったとみることもできない。）。」

【８】広島高判平成26年６月11
（25）

日（損害保険〔個人財産総合保険〕）（保

険契約者の知人による放火）（故意免責を肯定）

＜事実の概要＞

Ⅹ（原告・控訴人）は，平成15年頃，Ｂ社に入社し，平成21年12月31

日に退職し，翌年１月，Ｈに入社した。Ａは，Ｂ社の代表取締役であり，

Ｃは，Ａの父，ＤはＡの弟である。

Ⅹは，Ａとの間で，平成20年12月24日付けで，土地および居宅（以下

「本件建物」という。）を代金300万円で購入する旨の売買契約書を作成

し，同月25日，Ｅ銀行に300万円の住宅ローン借入れを申込んだ。Ⅹと

Ａは，平成21年５月22日，ＡがⅩに対し，本件建物およびその敷地を売

買契約書記載の内容で売り渡す旨の売買契約を締結し，同日，その旨の

所有権移転登記手続を経由した。売買契約後も，本件建物には，Ｃおよ

びＤが居住していた。

平成21年５月11日，Ｘは，Ｙ損害保険会社（被告・被控訴人）との間

で，個人財産総合保険契約（以下「本件保険契約」という。）を締結し

た。本件保険契約の約款には，「保険契約者，被保険者またはこれらの

者の法定代理人の故意もしくは重大な過失または法令違反」に該当する

事由によって生じた損害に対しては，Ｙ損保は保険金を支払わない旨の

条項（以下「本件免責条項」という。）があった。

（25） 自保ジャ1936号148頁。判批等：竹濵修・損保78巻１号243頁（2016年）

等。
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平成22年７月15日昼頃，本件建物は，火災により全焼した（以下「本

件火災」という。）。本件火災は，Ｃ，Ｄがいつも通りの不在の午後０時

半頃に発生し，午後１時39分頃に鎮火した。本件火災の出火場所は，独

立した２ケ所であり，本件建物内には当時存在しないはずの灯油の成分

が検出され，その出火場所が通常火の気のない場所であり，出火原因と

なりうる電気配線等も存在しない等の事情から，放火と認められた。な

お，Ｃ，Ｄは，本件建物がＡからⅩに売却されていたことについて，本

件火災後にはじめて知った。

ＸがＹ損保に対して火災保険金の支払を請求したところ，Ｙ損保は，

本件火災は，Ａの放火にⅩが協力したものであり，保険契約者の故意で

あるから，本件免責条項が適用されるという主張とともに，ＡとⅩが密

接な関係にあり，本件建物の売買契約は虚偽表示であって，本件建物の

所有権はＡにあり，本件保険契約の利益を直接享受する立場にあるＡの

放火であるから，Ａが本件保険契約の名義上第三者であっても，信義則

により，本件火災には本件免責条項が適用され，保険金の支払を免れる

と主張した。

原審（広島地判平成25年10月17日）は，公益や信義則という本件免責

条項の趣旨に照らして，第三者の故意による保険事故招致をもって保険

契約者等の行為と同一と評価できる場合にも保険者は免責されるとして，

Ⅹの請求を棄却した。

＜判旨＞棄却。

（本件火災はＡの放火によるものか）

「本件火災の出火場所が独立した２ケ所であり，出火場所及びその周

辺からは，本件建物内には当時存在しないはずの灯油の成分が検出され，

その出火場所が通常火の気のない場所であり，出火の原因となりうる電

気配線等も存在しない等の事情からすれば，本件火災は放火によると認

めるのが相当である。」①人目につきやすい昼間の住宅密集地で，居住

者不在の限られた時間帯に，不審者の目撃証言もない状況下で，外部か
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ら灯油を持ち込んで放火できる者は，本件建物の居住者の動静をよく知

る者と考えられること，②Ａは，居住者の行動を知り，建物の状況，施

錠がされていないことも知っていたこと，③Ａは，金融機関から融資を

受けられないブラックリストに載っており，本件建物の住宅ローンだけ

でなく，離婚した妻や子の建物の住宅ローンの分割弁済額を減額しても

らっていたり，経営するＢも債務超過であり，経済的に困窮した状態で

あったこと，④Ａは，本件火災の出火当時，知人女性と会っていたとい

うが，その時間，場所，会話の時間，午後０時26分に携帯電話をした経

緯の点で，知人女性の回答内容とＡの申述・証言が矛盾する。

「以上のとおり，本件火災は本件火災の現場の状況を予めよく知る者

が行ったものと考えられるところ，Ａはこれに該当し，経済的困窮状態

にあって，本件火災を起すことで火災保険金の獲得を目指すのが不自然

ではない立場にあり，本件火災の発生当時のアリバイがなく，かえって

当時の行動につき不自然な申述ないし証言の変遷があり，関係者Ⅰの申

述とも矛盾していることを考慮すれば，本件火災はＡの放火により引き

起こされたと認めるのが相当である。」

（信義則による本件免責条項により免責されるか）

「改正前の商法641条は，損害保険において，保険契約者又は被保険

者の悪意又は重大な過失により生じた損害については，保険者は，てん

補責任を免れる旨を定め」，「保険法17条１項前段は，保険者は，保険契

約者又は被保険者の故意又は重大な過失によって生じた損害をてん補す

る責任を負わないと定めている。その趣旨は，保険契約者又は被保険者

の故意又は重大な過失によって保険事故を招致した場合に被保険者に保

険金請求権を認めるのは，保険契約当事者間の信義則に反し，又は公序

良俗に反するものであることによるものと解される。

そして，本件保険契約における本件免責条項も，同様の趣旨から，保

険契約者，被保険者又はこれらの者の法定代理人の故意若しくは重大な

過失又は法令違反により生じた損害についての保険者の免責を定めたも
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のと認められることに照らせば，本件保険契約において，第三者である

Ｂが故意により保険事故を招致した場合といえども，その行為が保険契

約者である控訴人の行為と同一と評価できる場合には，被控訴人は，本

件免責条項により，免責されるというべきである。ここで第三者（Ａ）

の行為を保険契約者（控訴人）の行為と同一と評価できるか否かは，Ａ

と控訴人の経済的利害の共通性ないしＡが保険金を管理又は処分する権

限の有無，行為の動機等を総合して，Ａが保険金の受領による利益を直

接享受しうる立場にあるかなどといった観点から判断すべきである（最

高裁判所平成14年10月３日第一小法廷判決・民集56巻８号1706頁，同平

成16年６月10日第一小法廷判決・民集58巻５号1178頁参照）。

Ⅹは，本件保険契約締結当時，Ａが代表者を務めるＢの従業員で，Ａ

の自動車の運転手として同行するなど，Ａときわめて近しい関係にあっ

た。Ⅹは，結婚のため本件建物を購入したというが，具体性がなく，本

件売買契約締結の動機自体に疑問があり，売買価格が建物の評価額900

万円から見てきわめて低廉で，経済的に困窮していたＡが売却する額と

しては不自然であること，本件建物にＣ，Ｄが居住し，両名とも本件売

買契約の締結を知らず，契約後も変わりなく本件建物に居住しているこ

となど不自然な点から，Ⅹは，本件建物の所有者として使用，収益する

意思がないように窺われ，本件売買契約は通謀虚偽表示に当たるという

疑念を払拭できない。また，本件売買契約後，ＢからⅩに月額４万円が

送金されており，これが，ⅩがＧ機構への住宅ローン月額返済金に近似

することから，この住宅ローンも実質的にはＡないしＢが負担していた

と認められる。保険料年額8,710円のうち，少なくとも２回目の支払は，

Ｂを通じてＡが行なっており，Ⅹは，本件の火災保険金540万円のうち

189万円を超える部分をＢに債権譲渡し，これをＹ損保に通知している。

「上記債権譲渡は平成23年10月17日付で解除されているが，同債権譲

渡に際してⅩに留保された189万円は，本件建物の撤去整地費用の見積

額にほぼ等しいと認められ，これによれば，本件建物及びその敷地の原
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状回復に要する実費を除くものは，一旦はＢ会社が取得するとされてい

たことが認められるから，本件保険よる利益は，ⅩではなくＡに帰属す

るものであったと認められる。」

「本件における保険事故（本件火災）は本件保険契約上の第三者であ

るＡの故意によって招致されたものであるが，Ａと控訴人は使用者と被

用者という立場を通じて極めて近しい関係にあったものであり，本件建

物についてはＡから控訴人への売買がされているものの，控訴人の動機

の不明確性，契約締結後の控訴人の行動から見て，真実，控訴人がこれ

を買い受ける意思であったのかは極めて疑わしく，これが通謀虚偽表示

に当たるという疑念を払拭できないこと，その保険金請求権の債権譲渡

の経緯からすれば，保険の利益を受けるのは控訴人ではなくＡであると

認めることができるなどの上記の事情からすれば，本件において第三者

たるＡの故意による保険事故の招致（放火）は，信義則上，保険契約者

である控訴人の行為と同一と評価することができる。」

「以上によれば，被控訴人は，信義則上，本件免責条項により保険金

の支払を免れる。」

【９】大阪高判平成28年４月25
（26）

日（損害保険会社の扱う傷害保険）（保険

契約者である法人の関係者による故殺）（故意免責を肯定）

＜事実の概要＞

Ａは，平成９年，Ｘ会社（原告・控訴人）を設立し，代表取締役となっ

たが，Ｘ社は，平成14年以降，いわゆる休眠会社となった。Ｂは，平成

８年頃，Ａと仕事上の付き合いを持ち，その後，Ｘ社の従業員となった。

Ｃは，Ｂの従兄弟であり，平成14年頃，ＢからＡを紹介された。Ｄは，

平成22年10月から11月頃，Ｂ・Ｃと知り合ったが，本件事故まで，暴力

団員であったＣに逆らえない状態になっていた。

Ｘ社は，平成23年６月，Ｙ損害保険会社（被告・被控訴人）との間で，

（26） 2016WLJPCA04256010。判批等：中込一洋・保険レポ324号１頁（2019

年），嘉村雄司・同331号12頁（2020年）等。
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被保険者Ｂ，死亡保険金受取人Ｘ社，死亡保険金１億円，保険料9,350

円とする傷害保険契約（以下「本件契約」という。）を締結した。本件

契約の約款（以下「本件約款」という。）３条１項には，保険契約者，

被保険者または保険金受取人（法人の場合には取締役等）の故意または

重大な過失によって生じた傷害に対しては，保険金を支払わない旨が定

められていた。さらに，Ｘ社は，同年７月，Ｚ生命保険会社との間で，

被保険者Ｂ，死亡保険金受取人Ｘ社，死亡保険金8,000万円，災害死亡

保険金2,000万円，保険料は半年ごとに170,800円とする生命保険契約

（経営者保険）を締結した（以下「別件契約」という。）。Ａは，保険料

の不払があったので，平成23年10月に３ヶ月分の保険料，平成24年２月

に３ヶ月分の保険料を支払った。

Ｃは，平成24年３月４日にＤ宅にＢＣＤの３人で集まるように指示し

た。３月５日午前３時半頃，Ｄは，Ｂとともに釣りをするために本件現

場に行った。Ｄは，午前４時23分，Ｂが本件現場の海上に浮かんでいる

として119番通報した。救急隊員は，午前４時35分，海上 1ｍから 2ｍ先

に浮かんでいるＢを発見した。Ｂは，午前５時１分，病院に搬送され，

その後，溺死により死亡したことが確認された（以下「本件事故」とい

う。）。

Ｘ社は，Ｙ損保に保険金の支払を請求したところ，Ｙ損保は，本件事

故はＸ社の代表取締役Ａの故意によるものであり，本件約款３条１項の

免責事由に該当するとして，保険金の支払を拒否した。

原審（大阪地判平成27年３月11日）では，Ｂの死亡が他殺をうかがわ

せる不審な死亡であること，ＡがＢの死亡に関与しているといえること

からすれば，Ｂの死亡はＸ社の代表取締役Ａの故意によるものであるか

ら，Ｙ損保は本件契約に基づく保険金支払義務を負わないとした。

＜判旨＞棄却。（上告不受理）

Ａが，他殺をうかがわせるＢの不審な死亡に関与していること。

「Ⅹ社は，平成14年頃には実態のないいわゆる休眠会社となり，平成
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22年10月以降も，Ⅹ社が休眠会社である実態に何ら変化がなかった」。

「経営者保険に加入する目的は，役員の死亡や入通院による業務の著し

い支障をてん補するとともに，当該役員又はその遺族に対する弔慰金，

退職金等の資金を確保すること等にあるところ，Ⅹ社には，本件契約及

び別件契約が締結された平成23年６，７月頃においても，何ら付保され

るべき事業があるとはいえず，Ⅹ社を契約者，経営者保険の被保険者と

して適格性を有しないＢを被保険者とする生命保険や傷害保険に加入す

る正当な理由はなかったというべきであり，まして，Ｂが死亡した場合

にⅩ社に合計２億円が支払われることになる本件契約及び別件契約を締

結する正当な理由は全くなかったと認められる。」本件契約の内容をあ

わせてみても「ＡにＢを殺害して保険金を取得する意図があったことを

強く推認させる事情である。」

「本件契約の保険料を支払う余裕がなかったにもかかわらず，Ａは，

Ｂが死亡した場合に合計２億円という高額の保険金の支払を受けられる

本件契約及び別件契約を締結した上，従兄弟らからの借金など，Ⅹ社の

事業以外の方法で資金をかき集めて，本件契約が失効しないようにして

いたといえる。このような事情は，Ａが，本件事故当時，Ｂを殺害して

保険金を取得しようという意図があったことを強く推認させる事情であ

る。」

「別件契約に基づき支払われた保険金は，経営者保険という特質から，

通常は，全部又はその相当部分を，遺族に対する弔慰金，退職金等の支

払に充てることとされており，ＥはＡにその旨を説明したにもかかわら

ず，Ａは，Ｚ生保から支払われた保険金等合計約１億0050万円を，専ら

Ａ自身のため」「に費消したというのである。このように経営者保険の

目的に反して，保険金等を自己のために費消した事情は，Ａに，本件事

故当時，Ｂを殺害して，各契約に基づく保険金の全部又は相当部分を自

ら費消する目的があったことを裏付ける。」

「ＡないしＡの母親は，Ｂに対して数千万円に上る金員の返済を要求
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したが，その返済を受けることができず，平成22年10月，ＢやＢの両親

に対して，その返済等として１億円を超える支払を迫っ」ており，「Ａ

にＢを殺害する動機があったことが裏付けられる。」「Ａの３月４日午前

11時22分頃から同月５日午前10～11時頃までの間の行動を確定できる的

確な証拠はないから，Ａには，同日午前３時半～同日午前４時半頃に発

生したＢの殺害に少なくとも関与する機会もあった」。

「Ａは，本件事故後から３月末までの間に，Ｂの父親に対して，保険

会社の調査員には『とにかく余計なことは話すな。』，Ｂが『釣りに行っ

たことはないとは絶対に言うな。』と指示したというのである。」「Ａは，

３月28日までに，Ｂが，本件現場に行く直前，Ｃ，Ｄと一緒にいたこと

や，Ｄとともに本件現場に行ったことを知っていたにもかかわらず，同

日及び４月２日のＹ損保調査員との面談において，Ｃ，Ｄの名前を出さ

ず，その存在を隠そうとしたということである。ＡがＹ損保調査員によ

る調査を妨害したことは，ＡがＢを殺害したことを推認させる事情であ

る。」

「Ｄは，本件事故当時，暴力団員であったＣの指示に逆らえない状態

であったこと，ＤとＢは２人きりで釣りに行ったことがなく，連絡先も

知らない間柄であったこと，Ｃは，少なくともＤがＢを夜釣りに行くと

称して自宅を出るまで，Ｄ，Ｂと一緒にいたことが認められ，これらの

事情に照らすと，Ｄが，本件事故当日，釣りに行くと称してＢをＤの車

に乗せた上，本件現場に向かったことなど，Ｄの本件事故前後の行動は，

Ｃの指示によるものであったと推認される。」

「前記各事情によれば，Ａには，Ｂを殺害して本件契約に基づく保険

金を取得する強い動機があり，Ｙ損保調査員による調査を妨害し，Ｃを

通じた事件への関与が推認されるというのであるから，Ａは，Ｃ，Ｄと

共謀した上，Ｂを殺害したことが推認できるものというべきである。」
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６．検討

（１）主な下級審裁判例の一覧

主な下級審裁判例を，保険事故招致を疑われている者が，保険証券記

載の保険契約者あるは実質保険契約者であるのか，保険証券記載の保険

金受取人（人保険）・実質被保険者（損害保険）あるいは実質保険金受

取人（人保険）・実質被保険者（損害保険）であるのかという基準によ

り分類し，さらに，故意免責を肯定した事案か否定したかの基準で分類

すると以下のようになる。

（ⅰ）保険証券記載の保険契約者あるは実質保険契約者

故意免責を肯定した事案

【６】富山地判平成23年５月27日（傷害保険〔損害保険会社〕，個

人契約）

【８】広島高判平成26年６月11日（損害保険〔損害保険会社〕，個

人契約）

故意免責を否定した事案

【７】名古屋高判平成24年３月23日（【５】の控訴審判決）

【９】大阪高判平成28年４月25日（傷害保険〔損害保険会社〕，法

人契約）

（ⅱ）保険証券記載の保険金受取人（人保険）・実質被保険者（損害保険）

あるいは実質保険金受取人（人保険）・実質被保険者（損害保険）

故意免責を肯定した事案

【５】岐阜地判平成23年３月23日（傷害保険〔損害保険会社〕，個

人契約）

故意免責を否定した事案

【１】東京地判平成18年６月28日（傷害保険〔損害保険会社〕，個

人契約）

【２】東京高判平成18年10月19日（【１】の控訴審判決）
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【３】名古屋地判平成20年２月21日（生命保険〔生命保険会社〕，

傷害保険〔損害保険会社〕，個人契約）

【４】名古屋高判平成21年４月24日（【３】の控訴審判決）

【７】名古屋高判平成24年３月23日（【５】の控訴審判決）

（２）保険証券に記載された被保険者（損害保険）・保険金受取人（人保

険）・保険契約者の範囲に関する下級審裁判例の解釈

【１】【２】とも，免責条項の趣旨について２つの最高裁判決と同じ

解釈をしたうえで，免責を認めている。もっとも，【１】【２】で注目す

べきは，被保険者を故殺した法定相続人の１人が別の法定相続人の保険

金請求権を相続し，子４人に譲渡することが認められるか否かを判断し

ている点である。この点は，故意による保険事故招致者の範囲を検討す

るという本稿の目的とは必ずしも一致しないが，約款規定の解釈に関す

る問題である限りにおいて，この点に関する裁判所の判断は有益である

と考える。【１】では，約款規定によれば保険会社は保険事故招致者の

部分についてのみ免責されるが，別の保険金受取人の保険金請求権が保

険事故招致者に相続された後，この者がこの保険金請求権を他の法定相

続人に譲渡した場合には，別の保険金受取人が権利を行使する前に死亡

したという偶然の事情により，保険会社が保険金の大部分の支払を免れ

るのは合理的でないとして，譲渡を認めている。【２】では，保険金請

求権は独立した財産権として相続財産を構成し，相続人に承継されると

したうえで，相続人が保険事故招致者である場合については約款に規定

されておらず，改正前商法その他の法令においても特段の規定を置いて

いないから，約款規定の趣旨および民法の一般原則に照らして，保険事

故招致者において保険金請求権の行使を妨げる特段の事情がない限り，

保険事故招致者であっても保険金請求権を相続し，行使または処分でき

ると判示している。

【９】は，法人契約である損害保険会社の扱う傷害保険において，実

質保険契約者に該当する自然人について免責を判断する基準を３つ示し
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ている。（ⅰ）保険契約者である会社の関係者にみる保険金取得の意図

の存在。判断の具体的な項目として，①休眠会社である会社が，経営者

保険に加入し，保険金を受け取り，費消することについて，正当な理由

はないこと，②会社が事業以外の方法で資金を集めて保険契約の失効を

防止したことを示している。（ⅱ）殺害の動機・殺害への関与の存在。

判断の具体的な項目として，殺害の動機につき，①関係者が被保険者や

その両親に対して返済等を迫っていたこと，殺害への関与の事実につき，

②関係者の事件発生当時の行動を確定できないこと，③関係者が調査を

妨害したことを示している。（ⅲ）関係者における共謀の存在。判断の

具体的な項目として，消防署に通知した者の行動等から関係者に共謀が

みられることを示している。

以上のことから，保険証券に記載された者の範囲については【９】が

対象となろう。【９】のように法人契約の場合には，会社の関係者につ

いて保険金取得の意図の有無をみることになる。【９】によれば，（ⅰ）

保険金取得の意図，（ⅱ）殺害の動機・殺害への関与，（ⅲ）（ⅱ）に関

連して，関係者間における共謀等の故殺による被保険者故殺に関する意

識の共有を判断の基準となるとしている。【９】では，保険契約者およ

び保険金受取人とも会社であるが，【９】が示している判断の具体的な

項目のうち，（ⅰ）②は，関係者が実質保険契約者であることを，それ

以外の部分は，関係者が実質保険金受取人であることを裏付けるもので

あるといえる。

（３）保険証券に記載された被保険者（損害保険）・保険金受取人（人保

険）・保険契約者以外の者（第三者）の範囲に関する下級審裁判例の

解釈

【３】【４】のうち，【３】では，親権者は，保険金受取人を監護し，

財産管理ができることから，この者が第三者に依頼し，被保険者を故殺

したのであれば，保険金受取人の法定相続人として保険金請求をする場

合には，実質的にみて保険金受取人によって保険事故が招致されたのと
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同一のものと評価できると判示している。もっとも，本件では，親権者

が第三者をして被保険者を殺害させたことは認められないとしている。

【４】では，免責条項の趣旨からすると，保険事故が第三者の故意行為

によって発生した場合でも，第三者の行為が保険金受取人の行為と同一

に評価できる場合には，免責条項の適用を認める余地はあると判示し，

判断の具体的な項目を３つ示し，本件では保険金の支払を肯定している。

すなわち，①保険事故発生時に，保険金受取人が自分たちが保険金を受

け取ることを認識していたこと，②家庭環境からして，親権者が実質的

な保険金受取人とはいえないこと，③保険契約締結の背景ないし動機等

からみれば，保険金の支払を認めないことは保険契約者の意思に反し，

保険金受取人の利益を著しく侵害することを示している。

【５】【７】のうち，【５】では，平成14年最判の示した免責条項の趣

旨に照らしながら，第三者の保険事故招致が保険契約者または保険金受

取人の行為と同一のものと評価できる場合も免責条項の対象となるとし

ている。判断の基準として，（ⅰ）第三者と保険契約者または保険金受

取人との経済的利害の共通性，（ⅱ）第三者による保険金の管理または

処分権限の有無，（ⅲ）被保険者の故殺行為の動機等の諸事情を総合し

て，第三者が保険金の受領による利益を直接享受し得る立場にあれば免

責条項の対象となるとしている。判断の具体的な項目として，①被保険

者（兼保険契約者）を故殺したとされる第三者が保険料のすべてを支

払っていること，②保険証券の死亡保険金受取人には「被保険者の法定

相続人」と記載されていたが，第三者が法定相続人の子を通じて保険金

を法定相続人から支出させることを企図して，これにより利益を得る目

的で保険契約を締結させ，殺人を目論んだこと，③第三者は，保険契約

締結前から，法定相続人から事業資金等の援助を受けていたことなどを

あげ，免責を肯定している。

これに対して，【７】は免責を否定しているが，【７】で注目すべきは，

法人契約と個人契約とを区別してその法理を展開している点である。す
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なわち，【７】は，免責条項の趣旨に照らして，第三者の故意による保

険事故の招致をもって保険契約者または保険金受取人の行為と同一のも

のと評価できる場合にも免責条項が適用されると解すべきであるとして，

平成14年最判の立場を踏襲しながらも，個人契約の事案（本件）と法人

契約の事案（平成14年最判）とは異なることに留意すべきであるとして

いる。思うに，【７】は，免責条項の趣旨については平成14年最判の立

場を踏襲していることから，免責条項に関する平成14年最判の解釈が個

人契約である本件にも妥当するということまでは否定しているとはいえ

ず，【７】のような個人契約である事案において免責条項の適用の可否

を判断する場合には，本稿で行った区別，つまり，保険事故招致の実行

行為者が保険証券に記載された被保険者（損害保険）・保険金受取人

（人保険）・保険契約者であるか，記載者以外の者（第三者）であるかの

違いを考慮すべきであるとして，法人契約の場合と個人契約の場合とで

判断の基準，少なくとも判断の具体的な項目に違いがあることを明らか

にしたうえで免責条項の適用の可否を判断する必要があると解している

のではないかと考える。【７】について以上のような理解をしたうえで，

その法理をみていくことにする。すなわち，【７】では，免責条項の趣

旨について，平成14年最判に基づいたうえで，第三者の故意による保険

事故招致が保険契約者または保険金受取人の行為と同一のものと評価で

きるか否かを判断するための基準を２つ示している。（ⅰ）保険契約者

または保険金受取人が第三者と意を通じていたか，（ⅱ）第三者が実質

保険金受取人であるかという点である。判断の具体的な項目として，

（ⅰ）につき，①保険契約者または保険金受取人が，第三者と共謀し，

あるいは，第三者を教唆ないし幇助したことにより，第三者が保険事故

を招致したなど，保険契約者または保険金受取人が，保険事故の時点ま

でに，保険事故招致につき，第三者と意を通じていた事実が存在するこ

とが必要である，②①を前提として，第三者が誰であるか，どのような

方法・態様で保険事故を招致したのか，第三者と保険契約者または保険
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金受取人が，いつ，どのようにして意を通じていたのかなど，具体的な

事実関係の詳細が立証される必要はないとしても，少なくとも，保険契

約者または保険金受取人の意思に基づいて，保険事故が招致されたもの

と推認することが合理的であると認められる程度の立証が必要であると

し，本件では，①②とも否定している。【７】は，判断の基準を示すに

あたり，（ⅱ）において，第三者が実質保険金受取人であるか否かに重

点を置いていることに注目される。すなわち，保険金受取人が受領する

保険金を第三者が取得できることが確実となっていたと認める必要があ

るが，その場合，判断の具体的な項目として，①保険金請求権を譲渡す

る合意があったか，②第三者が受領権限や取得する権利を得ていたか，

③保険金を第三者が取得できるか否かは，保険金受取人の意思に係るも

のであったことを左右する事実関係を認められるかが必要であるとして

いる。もっとも，本件については，①②③のいずれも否定している。

以上のように，【５】と【７】では，故意免責を認めるか否かについ

て結論が異なる。【５】と【７】では，保険事故招致免責を判断するた

めの検証する基本的な立場として，第三者の故意による保険事故招致が

保険契約者または保険金受取人の行為と同一のものと評価できるか否か

を示していることについては共通する。また，判断の基準として，第三

者が実質保険金受取人であるということにおいても共通する。しかしな

がら，両者の違いは事実の認定に違いがあることにあると思うが，判断

の基準および判断の具体的な項目において，【５】では，第三者の動機

に注目しているのに対して，【７】では，保険契約者または保険金受取

人が，第三者と共謀し，あるいは，第三者を教唆ないし幇助したことに

より，第三者が保険事故を招致したなど，保険契約者または保険金受取

人が，保険事故の時点までに，保険事故招致につき，第三者と意を通じ

ていた事実が存在することが必要であるということに注目していること

に違いがあるのではないかといえる。

ところで，【５】【７】のように，死亡保険金受取人が「被保険者の法
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定相続人」と指定されていることも保険事故招致を疑う要素に含まれる

と推測できよう。というのは，保険金を不当に取得する意図をもって保

険契約を締結することが疑われる場合，たとえば，【５】【７】のように，

被保険者の親と特別な関係のある第三者が，保険契約者をして死亡保険

金受取人について特定の氏名ではなく法定相続人と指定させる場合には，

第三者が何らかの方法で保険金受取人から保険金を取得するおそれが高

いと推測されることから，第三者が実質保険金受取人であることが疑わ

れるのではないかと考えるからである。

【６】は，免責条項の趣旨について平成14年最判に基づいたうえで，

被保険者の兄は，被保険者に契約締結を勧め，締結手続きを被保険者に

代わって行い，保険料の大部分を支払うという契約上の義務を負担して

いることからして，被保険者が自らの経済的負担において，契約を締結

し，その利益を享受する積極的意思があったとは考え難いとし，保険契

約締結の背景，その後の経緯等を判断の基準としている。それに加えて，

原告らは，本件契約の時点で，被保険者の相続人として本件契約による

利益を享受しうる立場にあり，このことを認識していたことを考慮すれ

ば，原告らの行為は，保険契約者または保険金受取人の行為と同一のも

のと評価できると判示している。

ところで，【６】では，本件保険契約の締結時には保険金受取人が指

定されていないが，このことも保険事故招致を疑う要素になる推測でき

よう。というのは，保険金受取人が指定されていない保険契約では，被

保険者の死亡に起因する死亡保険金は保険契約者に支払われることにな

り，その結果，被保険者を故殺した可能性のある，保険契約者の法定相

続人がこれを受け取ることになることからである。【６】では，被保険

者の兄が，被保険者に契約締結を勧め，締結手続きを行い，保険料の大

部分を支払っているという事実との関連において，保険金受取人が指定

されていないという，当該保険契約締結に関する被保険者の兄の行為は，

被保険者の兄という第三者において保険事故招致を意図する行為に含ま
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れるといえるのではいかと考える。このような解釈は，【５】【７】のよ

うに，死亡保険金受取人が「被保険者の法定相続人」と指定されて場合

のそれと共通する。なお，保険法では，つねに保険金受取人が指定され

ていることが原則なの
（27）

で，【６】のような場合には自己のためにする保

険という扱いになるが，この場合も上記と同じ可能性があると解するは

自然であろう。

【８】は，損害保険契約の事案であるが，免責条項の趣旨，および第

三者の行為が保険契約者の行為と同一であると評価できる基準につき，

２つの最高裁判決と同じ立場に立っている。後者の基準については，

（ⅰ）第三者と保険契約者の経済的利害の共通性，（ⅱ）第三者が保険金

を管理・処分する権限の有無，（ⅲ）行為の動機等を総合して，第三者

が保険金受領による利益を直接享受しうる立場にあるかを判断すべきと

している。そのうえで，判断の具体的な項目として，①第三者と保険契

約者は使用者と被用者という立場を通じて極めて近しい関係にあり，建

物について第三者から保険契約者へ売却されているものの，保険契約者

の動機の不明確性，契約締結後の行動から見て，保険契約者がこれを買

い受ける意思であったのかは極めて疑わしく，通謀虚偽表示という疑念

を払拭できないこと，②保険金請求権譲渡の経緯からすれば，保険の利

益を受けるのは第三者であると認められることを認定している。これら

のことから，裁判所は，第三者と保険契約者の経済的利害の共通性に注

目しているといえる。また，火災は第三者の放火によると認定されてい

ることは，保険金の不法取得の動機に結びつくものということができよ

う。

（４）総括

（ア）判断の基準

免責となる故意による保険事故招致者の範囲について，平成14年最判

（27） 萩本修編著『一問一答・保険法』177頁～178頁（商事法務・2009年）。
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および平成16年最判ならびにそれ以後の主な下級審裁判例を検討の対象

にしてきた。

２つの最高裁判決は，保険事故招致免責を定める約款規定（免責条項）

は改正前商法の規定と同旨のものであるとして，その趣旨を明らかにし，

それに基づいて，法人を保険契約者とする生命保険および損害保険に関

する約款規定の解釈を示している。２つの最高裁判決が示した趣旨は，

保険契約において，保険契約者，保険金受取人（人保険）または被保険

者（損害保険）が故意に保険事故を招致したときにも保険金を入手する

ことは，保険契約当事者間の信義誠実の原則に反し，または，公益にも

反するものであるから，保険金の支払を制限すべきであるとまとめるこ

とができる。そのうえで，免責条項は，保険契約者，保険金受取人（人

保険）または被保険者（損害保険）そのものが故意により保険事故を招

致した場合のみならず，公益や信義誠実の原則という免責条項の趣旨に

照らして，第三者の故意による保険事故の招致をもって保険契約者，保

険金受取人（人保険）または被保険者（損害保険）の行為と同一のもの

と評価できる場合をも含むと解すべきであると判示している。

以上のことからすれば，このような第三者に該当する者の範囲につい

て判断する基準は，保険契約者，保険金受取人（人保険）または被保険

者（損害保険）の行為と同一のものと評価できるか否かということにな

る。これが免責条項の適用を判断するための基準となろう。判断の基準

について免責条項の趣旨に照らしながら考えると，２つの最高裁判決の

判示しているところによれば，免責条項では，故意による保険事故招致

者について保険金を不当に取得することは認められないということが基

本にあると考える。そうであれば，故意による保険事故招致者の範囲に

ついて検討する場合，保険証券に記載された保険契約者，保険金受取人

（人保険）または被保険者（損害保険）が免責の対象となるのは当然で

あるが，保険証券に記載された保険契約者，保険金受取人（人保険）ま

たは被保険者（損害保険）ではない者であっても，保険事故招致に関与
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したとされる者が，保険事故発生時に，法人契約の場合には，法人を実

質的に支配しまたは支配しうる立場にあり，または，法人契約であるか

個人契約であるかを問わず，保険金の受領による利益を直接享受しうる

立場にある者が免責の対象となると考える。

これを法人契約についてみると，２つの最高裁判決によれば，２つに

分けて考えることができる。（ⅰ）保険証券記載の法人の関係者（理事

または取締役等）が保険事故招致者である場合，（ⅱ）保険証券記載の

法人の関係者（理事または取締役等）以外の者（第三者）が保険事故招

致者である場合に分けられる。（ⅰ）で免責の対象となる者は，保険証

券記載の法人の関係者（理事または取締役等）が行為者に該当する者と

なる。これには，当該者が法人の理事または取締役等である場合（平成

16年最判）が該当するのは当然であるが，理事または取締役等ではある

が，中心となる理事または取締役等でない場合には該当しないというこ

とになろう（平成14年最判）。【９】は，当該者が法人の理事または取締

役等である場合に含まれよう。さらに，理事または取締役等ではあるが，

保険事故招致について実行行為者でない者であっても，実行行為者であ

るとされる第三者と意を通じたと判断される場合には，第三者の行為に

実質的に関係している者としてこれに該当しよう。つぎに，（ⅱ）で免

責の対象となる者は，保険証券記載の法人の関係者（理事または取締役

等）以外の者（第三者）が保険事故招致者に該当する者となる。つまり，

判断の基準によると，保険金を取得できる地位にある者として，いわゆ

る実質的な保険契約者，保険金受取人（人保険）または被保険者（損害

保険）に該当する第三者であるといえる，具体的には，理事または取締

役等を強迫などして，保険契約を締結させたり，保険金を取得する者が

該当する。これは，個人契約の保険証券記載者以外の者に相当すると考

えることができる。

これに対して，個人契約では，保険証券に記載された保険契約者，保

険金受取人（人保険）または被保険者（損害保険）は自然人であること
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が多くいので，前述のごとく，法人契約のように，これらの者の範囲を

深堀する必要がないので，保険証券に記載者された者以外の者について

判断の具体的な項目を検討することで足りる。これは，保険金受取人が

法定相続人と指定されている場合でも同じこがいえる。

（イ）判断の具体的な項目

判断の基準に基づき，各事案において判断の具体的な項目をみる必要

があるが，前述の検討を参考にしながら，法人契約の場合と個人契約の

場合に分けて整理する。

法人契約における判断の具体的な項目については，平成14年最判が次

のように示している。①法人の規模や構成，②保険事故の発生時におけ

る理事または取締役等の法人における地位や影響力，③当該理事または

取締役等と法人との経済的利害の共通性ないし理事または取締役等が保

険金を管理または処分する権限の有無，④理事または取締役等の行為の

動機等を示している。

個人契約における判断の具体的な項目については，下級審裁判例の判

事内容から次のようにまとめることができる。まず，損害保険の場合は，

【８】によれば，判断の基準として，第三者が保険金受領による利益を

直接享受しうる立場にあるか否かを判断すべきであるとして，判断の具

体的な項目として，①第三者と保険契約者の経済的利害の共通性，②第

三者が保険金を管理または処分する権限の有無，③保険事故を招致した

行為の動機等を示している。

これに対して，人保険（生命保険・傷害保険等）の場合には，判断の

具体的な項目は多岐にわたる。（ⅰ）保険契約の内容をあげることがで

きる。これには，保険契約締結までの事実，その後，保険事故が発生す

るまでの事実が該当しよう。具体的には，①保険契約締結の背景・動機

（【３】【４】，【５】，【６】），②保険契約者または保険金受取人の属性

（【３】【４】），③保険料を実質的に支払っていた者の存在（【３】【４】，

【５】）がある。つぎに，（ⅱ）保険契約に関連するが，保険契約外の要

神戸学院法学 第49巻第 3・4号

92 （578）



素をあげることができる。具体的には，①実質的な保険金受取人または

保険金の管理・処分権限を有する者の存在（【３】【４】，【５】【７】），

②被保険者またはその家族との密接な経済的な関係の存在（【５】【７】）

がある。そして，（ⅲ）関係者間の意識の共有をあげることができる。

具体的には，保険証券記載の保険契約者または保険金受取人が保険事故

招致者である場合はもちろん，そうでない場合であっても実行行為者で

あるとされる第三者と意を通じていたことをあげることができる。

ところで，人保険における保険金受取人の指定方法もまた，前述のよ

うな理由で，重要な判断基準になろう。すなわち，【５】【７】（法定相

続人）および【６】（指定なし）は，いずれも保険契約の締結過程およ

びその後に保険事故が発生するまでの過程において第三者が関与してい

ることが疑われ，その結果，保険事故招致の可能性が高い事案であると

認識される。もっとも，【１】【２】および【３】【４】においても，保

険金受取人が法定相続人と指定されているが，これらでは，保険契約者

兼被保険者が自己の意思で保険金受取人を指定しているとものと考えら

れるので，保険金受取人の指定方法は判断の基準にはならないと解する。

７．おわりにかえて

免責となる故意による保険事故招致者の範囲について，２つの最高裁

判決およびそれ以後の主な下級審裁判例を検討した。２つの最高裁判決

は，免責条項の趣旨について，法規定および約款規定ともに共通して，

保険契約において，保険契約者，保険金受取人（人保険）または被保険

者（損害保険）が故意に保険事故を招致したときにも保険金を入手する

ことは，保険契約当事者間の信義誠実の原則に反し，または，公益にも

反するものであるから，保険金の支払を制限すべきであると判示してい

る。免責条項に関するこのような趣旨は，物保険（損害保険）および人

保険（生命保険・傷害保険等）に共通し，保険契約者および保険金受取

人（人保険）または被保険者（損害保険）に共通するといえる。さらに，
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２つの最高裁判決は，公益や信義誠実の原則という免責条項の趣旨に基

づき，免責条項は，保険契約者，保険金受取人（人保険）または被保険

者（損害保険）そのものが故意により保険事故を招致した場合のみなら

ず，第三者の故意による保険事故の招致をもって保険契約者，保険金受

取人（人保険）または被保険者（損害保険）の行為と同一のものと評価

できる場合をも含むと解すべきであると判示している。以上のことから

すれば，このような第三者に該当する者の範囲について判断する場合，

保険契約者，保険金受取人（人保険）または被保険者（損害保険）の行

為と同一のものと評価できるか否かということが基準になる。

このような免責条項の趣旨および免責条項が適用される判断の基準に

基づき，判断の具体的な項目について，２つの最高裁判決以後の下級審

裁判例から抽出する作業を行った。それぞれの事案によって判断の具体

的な項目が異なるといえるが，上述の項目に該当する場合には，免責条

項が適用されると考える。
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